
事前評価書の様式例及び記載要領 

１．評価の対象とした事業等の名称 

 

２．事業等の概要 

 

 

３．事業等の実施により達成しようとする目標 

４．政策評価の観点及び評価結果 

（総合的評価） 

（必要性） 

（効率性） 

（有効性） 

（公平性） 

（優先性） 

５．学識経験を有する者の知見の活用 

別紙１ 

・ 評価の対象とした事業等の名称を記載する。

・ 「政策の目標」との関連を記載する。

・ 事業等を行うこととする背景等を記載する。

・ 事業等の実施期間を記載する。

・ 事業等の年度別事業費（予算額）を記載する。

・ 事業等の実施により達成しようとする目標を具体的に記載する。

・ 事後の検証の実施時期及び実施方法を記載する。

・ 総合的な評価及び使用する評価の観点ごとの評価を記載する。

・ 学識経験を有する者の知見を活用した場合には、得られた意見等を記載する。
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【様式１】                            

規制の事前評価書の様式 

 

法 令 案 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

１ 規制の必要性・有効性 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・  

 

２ 規制の妥当性（その他の手段との比較検証） 

 

【新設・拡充】 

＜その他の規制手段の検討状況＞ 

□検討した □検討しなかった 

（検討した内容・結果又は検討しなかった理由） 

・  

＜その他非規制手段の検討状況＞ 

□検討した □検討しなかった 

（検討した内容・結果又は検討しなかった理由、既に導入済みの非規制手段の内容） 

・  

 

別紙２ 
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３ 効果（課題の解消・予防）の把握 

 

【新設・拡充】 

・  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

・  

 

４ 負担の把握 

 

【新設・拡充】 

＜遵守費用＞ 

・  

＜行政費用＞ 

・ 

＜その他の負担＞ 

・  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

・  

＜行政費用＞ 

・  

＜その他の負担＞ 

・  

 

５ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 

 

＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 
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・ 

 

６ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・  

＜上記以外の法令案＞ 

・  
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【様式１】                            

規制の事前評価書の記載要領 

 

法 令 案 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        
 

※ 規制の根拠となる法令を複数府省で共管している場合、どの府省が評価書作成の主担当となるかについては、

当該法令の主請議府省や規制の根拠となる規定の所管数などを参考に御調整願います。 

また、同一の規制を複数府省で共管している場合は、連名で一の評価書を作成するのか、それぞれの府省が評

価書を作成するのかは、府省間で御調整ください。複数府省で一の評価書で作成するときは、担当部局欄には

それぞれの府省名を連名で記載してください。 
 

※ 下記表中の適用要件のいずれかに該当する場合には、様式２－①から様式２－④いずれかの「規制の事前評価

書（簡素化）」の利用が可能です。様式２－③を利用する場合には、事前に総務省まで御連絡願います。当省にて

利用の可否を確認して御連絡いたします。 
 

※ 効果と負担の定量化の方法などについて、不安等がある場合には、総務省まで御連絡願います。当省も一緒に

検討させていただきます。 
 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅰ 規制の新設・拡充措置であって、負担の合計が年間 10 億円未満、かつ、個々の規制対象者の遵守費用が 1 回当たり１万円未満と推

計※されるもの（様式２―①） 

※ 設備投資に関しては、一定の設備投資を伴う規制の場合は、初年度を中心とした設備投資額の総額を対象とする。また、初期の設

備投資を必要としない規制の場合は、10 年間程度の設備の維持管理費用の総額を目安とする。 

 

ⅱ 規制の緩和・廃止措置であって、負担の合計が年間 10 億円未満と推計されるもの（様式２―①） 

 

ⅲ 国際条約等の批准等に基づく措置であって、その内容に裁量の余地がないもの （様式２―②） 

 

ⅳ 他の法令で具体の規制内容が定まるものであって、評価対象となる規制の規定が含まれる法令ではその内容に裁量の余地がないもの 

（様式２―②） 

・ 具体の規制内容は下位法令に委任しているもの 

・ ある規制の内容を他の法令から準用している場合であって、当該法令の改廃に伴い、当該規制の内容を機械的に改廃する必要があ

るもの 

 

ⅴ 科学的知見に基づく措置であって、その内容に裁量の余地がないもの （様式２―②） 

・ 研究者等専門家の知見や実証実験結果といった科学的知見に基づく措置であって、その内容、度合い等について行政に裁量の余

地がないもの。ただし、当該措置により重要な効果の喪失や重要な行動変容など※が発生する可能性があるものについては適用しな

い。 

※ 例えば、ある物質を規制することで、これまで医療など有益な用途に使っていたものが使えなくなる、代替された別物質がまた異な

る負担をもたらす可能性が高いなどが想定される。 

ⅵ 規制の対象区域・内容が予測又は特定できないもの （様式２―③） 

・ 災害発生時に発動される規制のように、災害の種類・程度により規制の対象区域・内容が大きく異なることから、事前評価を行うことに

限界があるもの 

ⅶ 何らかの理由により緊急に対応する必要があるもの （様式２―④） 

・ 事前評価に時間を割けない合理的理由がある場合に、避難的措置として、簡素化した評価を実施し、最低限の説明責任を果たすも

の。ただし、事後評価書は通常版を使用する。 

別紙３ 
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１ 規制の必要性・有効性 

※ 法制局への説明資料をベースに記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●における政府方針を踏まえ、●●●事象の解消・未然防止を図るため、●●●事業を行うためには

●●●大臣への届出を義務付けるとともに、●●●設備の設置を義務付ける。 

  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●を背景に●●●事業の実施者が増加しており、その結果、●●●の課題が深刻化している。 

・ ●●●の課題の原因としては●●●が挙げられ、●●●の課題の解消・予防のためには●●●の措置が必

要である。 

・ しかしながら、現状の●●●に関する制度では●●●の仕組みとなっており、このままでは当該課題を解

消・予防することはできない。 

 

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・ 上記課題を解消・予防するために上記措置を行うべく、①●●●事業を届出制とすること、②必要に応じ

て報告徴収又は立入検査を行うこと、③●●●を抑制するため●●●設備の設置を義務付けることとする。 

・ これにより、●●●事業の実施者を網羅的に把握できるとともに、一部事業者で●●●等の問題が発生し

た場合には、他の事業者でも同様の問題が発生していないか即座に点検し、必要な指導・助言・情報提供等

が適時に可能となる。また、●●●設備の設置により●●●の抑制が可能となるが、その詳細は３を参照。 

※ 複数の新設・拡充がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●からの●●●に関する要望・意見を踏まえ、●●●業の新規参入を促進するため、新規参入の要件

となっている●●●施行実績件数を緩和する。 

  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●に関しては、現状では●●●な制度・仕組みとなっている。 

・ ●●●事業については、●●●に関する安全確保の観点から、年間●●●万件以上の●●●の施工実績が

ある者のみに認められているところ、新たに当該業務を行おうとする者にとっては、当該要件が参入障壁と

なっている。 

・ しかしながら、●●●の技術開発により安全性が向上したため、現行の施行実績要件は過剰な状況となっ

ており、●●●から当該要件の緩和を求める意見・要望が多数寄せられている。 

 

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・ ●●●の技術開発や●●●に関する事故件数実績などを踏まえて、上記要件を年間●●●万件以上に緩和

することとする。 

 ※ 複数の緩和・廃止がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

２ 規制の妥当性（その他の手段との比較検証） 

－27－



※ 緩和・廃止のみの場合は、本欄の記載は不要。 

 

【新設・拡充】 

＜その他の規制手段の検討状況＞ 

□検討した □検討しなかった 

 

（検討した内容・結果又は検討しなかった理由） 

・ ●●●の規制手段も検討したが、●●●の理由から、課題を十分には解消できないと判断されるため採択

しないこととした。 

・ 前回の規制導入時に既に検討しており、今回改めて検討すべき新たな事情も発生していないことから検討

しなかった。 

 

＜その他非規制手段の検討状況＞ 

□検討した □検討しなかった 

（検討した内容・結果又は検討しなかった理由、既に導入済みの非規制手段の内容） 

・ ●●●の非規制手段を新たに導入することも検討したが、●●●の理由から、課題を十分には解消できな

いと判断されるため採択しないこととした。なお、●●●の非規制手段については、●年度に導入済み。 

・ ●●●の課題を解消するために既存規制の強化を検討しており、その他非規制手段についてはそもそも検

討することとはしていなかった。 

 

３ 効果（課題の解消・予防）の把握 

※ 定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定量化する工程を記載。 

※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

（●●●について） 

・ ●●●の届出等の導入により、一部事業者で●●●の事故等が発生した場合には、同様の事故等が発生す

る危険性がないか全●事業者に対して即座に点検して事故等を未然に防止等できる。届出制がなかった場合

には、そもそもこれら全●事業者の所在等すら把握できず、点検自体ができない。 

 

（●●●について） 

・ 全●事業者が●●●設備を導入した場合、１事業者当たり●から●の●●●の抑制が図られる。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

（●●●について） 

・ ●●●施行実績件数の要件を、年間●●●万件以上から●●●万件以上に緩和することにより、●●●業

の年間新規参入件数が、●●●件から●●●件に増加すると見込まれる。 
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４ 負担の把握 

※ 遵守費用 

  下記⑴～⑶などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 許認可等の申請に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの申請時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 手数料、物品購入、設備投資などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの手数料等の幅と総対

象数は必須） 

 ⑶ 報告書作成、検査対応などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの作成時間・検査時間の幅と

総対象数は必須） 

※ 行政費用 

下記⑴～⑷などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 申請の処理に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの処理時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 物品購入、設備投資などに要する費用（当該対応のために新たに予算要求が想定される場合は必須） 

 ⑶ 報告書確認、検査対応などに要する費用（当該対応のために新たに定員要求が想定される場合は必須） 

 ⑷ 緩和・廃止したことに伴う負の影響を監視するためのモニタリング費用（当該対応のために新たに予算要求

又は定員要求が想定される場合は必須） 

※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 規制の新設・拡充及び緩和・廃止の両方を行う場合は、それぞれについて記載すること。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜遵守費用＞ 

（●●●について） 

・ 全体でおおよそ●件程度の申請が見込まれるところ、１件当たりの申請書記入等に要する時間は●分程度

と見込まれるため、全体の所要時間は●時間程度と想定される。これに、時給単価●円を乗じると、全体の

費用は●円程度と想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円程度と見込

まれるため、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円から●円の

幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象数当たりの作成時間・

検査時間は●分程度と見込まれ、これに時給単価●円を乗じると、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●分から●分の

作業時間・検査時間の幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 
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＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 

 

＜その他の負担＞ 

（●●●について） 

・ ●●●を対象に●●●に関し実施されたアンケート調査によると、約●％が「本規制が導入された場合、

●●●施設を閉鎖せざるを得ない」と回答していることから、本規制に伴う●●●施設の閉鎖が想定される。

ただし、本規制の対象施設は、●●●補助金の対象となる等、支援策がとられることから、その影響は限定

的と考えられる。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

（●●●について） 

・ 当該規制導入時には、十分な施行実績を有する者として●●●事業の年間施行実績が●●●万件以上の者

にのみ●●●事業を実施する資格を認めることで、●●●に関する安全確保を図ることとしていた。今般、

施行実績件数に係る基準を●●●の技術開発に伴い緩和することとなるが、第三者的な立場の有識者で構成

される●●●委員会からも、緩和により生じる直接的な支障はないとの意見を得ている。 

なお、行政機関において●●●のモニタリングを行い、緩和による直接的な支障が認められた場合には、

●●●などの対応をとることから、その影響は限定的と考えられる。 

 

＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 行政機関において●●●のモニタリングを行うため、毎年、●●●に関する調査を民間委託する。当該委

託経費は●●●万円前後と想定している。 

 

＜その他の負担＞ 

（●●●について） 

・ ●●●を対象に●●●に関し実施されたアンケート調査によると、約●％が「新規参入事業者が増加する

ことで過当競争による収支悪化・サービス劣化が懸念される」と回答している。 

 

５ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 
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＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 

※ インターネット上で公表している場合は URL を掲載。なお、審議会等及び懇談会等については、「審議会等の整理合理化に関

する基本的計画」（平成 11 年４月 27 日閣議決定）に基づき、原則として公表することとされている。 

 

６ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・ 見直し条項（期限●年）を踏まえた事後評価の実施時期は令和●年度であり、それまでに事後評価を実施

予定。 

 

＜上記以外の法令案＞ 

・ 事前評価書の作成から●年後に事後評価を実施することから、令和●年度までに事後評価を実施予定。 
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【様式２―①】                            

規制の事前評価書（簡素化 A）の様式 

 

法 令 案 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記表に掲げるⅰ又はⅱのいずれの要件に該当するか、番号を記載してください。 

  また、当該要件を満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

        

 

（該当理由） 

・  

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅰ 規制の新設・拡充措置であって、負担の合計が年間 10 億円未満、かつ、個々の規制対象者の遵守費用が 1 回当たり１万円未満と推

計※されるもの（様式２―①） 

※ 設備投資に関しては、一定の設備投資を伴う規制の場合は、初年度を中心とした設備投資額の総額を対象とする。また、初期の設

備投資を必要としない規制の場合は、10 年間程度の設備の維持管理費用の総額を目安とする。 

 

ⅱ 規制の緩和・廃止措置であって、負担の合計が年間 10 億円未満と推計されるもの（様式２―①） 
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１ 規制の必要性・有効性 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・  

 

 

２ 効果（課題の解消・予防）の把握 

 

【新設・拡充】 

・  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

・  

 

 

３ 負担の把握 

 

【新設・拡充】 

＜遵守費用＞ 

・  

＜行政費用＞ 

・ 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

・  

＜行政費用＞ 

・  
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４ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 

 

＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 

・ 

 

 

５ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・  

＜上記以外の法令案＞ 

・  
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【様式２―②】                            

規制の事前評価書（簡素化 B）の様式 

 

法 令 案 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記表に掲げるⅲ～ⅴのいずれの要件に該当するか、番号を記載してください。 

  また、当該要件を満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

        

 

（該当理由） 

・ 

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅲ 国際条約等の批准等に基づく措置であって、その内容に裁量の余地がないもの （様式２―②） 

 

ⅳ 他の法令で具体の規制内容が定まるものであって、評価対象となる規制の規定が含まれる法令ではその内容に裁量の余地がないもの 

（様式２―②） 

・ 具体の規制内容は下位法令に委任しているもの 

・ ある規制の内容を他の法令から準用している場合であって、当該法令の改廃に伴い、当該規制の内容を機械的に改廃する必要があ

るもの 

 

ⅴ 科学的知見に基づく措置であって、その内容に裁量の余地がないもの （様式２―②） 

・ 研究者等専門家の知見や実証実験結果といった科学的知見に基づく措置であって、その内容、度合い等について行政に裁量の余

地がないもの。ただし、当該措置により重要な効果の喪失や重要な行動変容など※が発生する可能性があるものについては適用しな

い。 

※ 例えば、ある物質を規制することで、これまで医療など有益な用途に使っていたものが使えなくなる、代替された別物質がまた異な

る負担をもたらす可能性が高いなどが想定される。 
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１ 規制の必要性・有効性 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・  

 

２ 効果（課題の解消・予防）の把握 

 

【新設・拡充】 

・  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

・  

 

３ 負担の把握 

 

【新設・拡充】 

＜遵守費用＞ 

・  

＜行政費用＞ 

・ 

＜その他の負担＞ 

・  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

・  

＜行政費用＞ 

・  

＜その他の負担＞ 

・  

－36－



 

 

４ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 

 

＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 

・ 

 

 

５ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・  

＜上記以外の法令案＞ 

・  
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【様式２―③】                            

規制の事前評価書（簡素化 C）の様式 

 

法 令 案 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記要件ⅵを満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

    ⅵ   

 

（該当理由） 

・ 

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅵ 規制の対象区域・内容が予測又は特定できないもの （様式２―③） 

・ 災害発生時に発動される規制のように、災害の種類・程度により規制の対象区域・内容が大きく異なることから、事前評価を行うことに

限界があるもの 
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１ 規制の必要性・有効性 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・  

 

 

２ 効果（課題の解消・予防）の把握 

 

【新設・拡充】 

・  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

・  

 

 

３ 負担の把握 

 

【新設・拡充】 

＜遵守費用＞ 

・  

＜行政費用＞ 

・ 

＜その他の負担＞ 

・  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

・  

 

＜行政費用＞ 
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・  

＜その他の負担＞ 

・  

 

 

４ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 

 

＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 

・ 

 

 

５ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・ 

＜上記以外の法令案＞ 

・  
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【様式２―④】                            

規制の事前評価書（簡素化 D）の様式 

 

法 令 案 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記要件ⅶを満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

    ⅶ   

 

（該当理由） 

・ 

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅶ 何らかの理由により緊急に対応する必要があるもの （様式２―④） 

・ 事前評価に時間を割けない合理的理由がある場合に、避難的措置として、簡素化した評価を実施し、最低限の説明責任を果たすも

の。ただし、事後評価書は通常版を使用する。 
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１ 規制の必要性・有効性 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・  

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・ 

 

 

２ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・  

＜上記以外の法令案＞ 

・  
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【様式２―①】                            

規制の事前評価書（簡素化 A）の記載要領 

 

法 令 案 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式については、利用に当たっての総務省への事前の連絡は不要です。 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記表に掲げるⅰ又はⅱのいずれの要件に該当するか、番号を記載してください。 

  また、当該要件を満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

        

 

（該当理由） 

・ 規制の対象と事業者数は●程度と予測されるところ、遵守費用の種類としては●●●、●●●、●●●が、

行政費用の種類としては●●●、●●●、●●●が想定される。当該状況を鑑みると、遵守費用と行政費用の

合計が 10億円以上となることは到底見込めない。また、個々の規制対象者の遵守費用は、それぞれ●円、●円、

●円であり、合計しても１万円未満と見込まれる。 

 

★ 本様式を利用する場合、事後評価書は、様式４―①の「規制の事後評価書（簡素化 A）」を利用することとなり

ます。 

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅰ 規制の新設・拡充措置であって、負担の合計が年間 10 億円未満、かつ、個々の規制対象者の遵守費用が１回当たり１万円未満と推計

※されるもの（様式２―①） 

※ 設備投資に関しては、一定の設備投資を伴う規制の場合は、初年度を中心とした設備投資額の総額を対象とする。また、初期の設

備投資を必要としない規制の場合は、10 年間程度の設備の維持管理費用の総額を目安とする。 

 

ⅱ 規制の緩和・廃止措置であって、負担の合計が年間 10 億円未満と推計されるもの（様式２―①） 
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１ 規制の必要性・有効性 

※ 法制局への説明資料をベースに記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●における政府方針を踏まえ、●●●事象の解消・未然防止を図るため、●●●事業を行うためには

●●●大臣への届出を義務付けるとともに、●●●設備の設置を義務付ける。 

  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●を背景に●●●事業の実施者が増加しており、その結果、●●●の課題が深刻化している。 

・ ●●●の課題の原因としては●●●が挙げられ、●●●の課題の解消・予防のためには●●●の措置が必

要である。 

・ しかしながら、現状の●●●に関する制度では●●●の仕組みとなっており、このままでは当該課題を解

消・予防することはできない。 

 

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・ 上記課題を解消・予防するために上記措置を行うべく、①●●●事業を届出制とすること、②必要に応じ

て報告徴収又は立入検査を行うこと、③●●●を抑制するため●●●設備の設置を義務付けることとする。 

・ これにより、●●●事業の実施者を網羅的に把握できるとともに、一部事業者で●●●等の問題が発生し

た場合には、他の事業者でも同様の問題が発生していないか即座に点検し、必要な指導・助言・情報提供等

が適時に可能となる。また、●●●設備の設置により●●●の抑制が可能となるが、その詳細は３を参照。 

※ 複数の新設・拡充がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●からの●●●に関する要望・意見を踏まえ、●●●業の新規参入を促進するため、新規参入の要件

となっている●●●施行実績件数を緩和する。 

  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●に関しては、現状では●●●な制度・仕組みとなっている。 

・ ●●●事業については、●●●に関する安全確保の観点から、年間●●●万件以上の●●●の施工実績が

ある者のみに認められているところ、新たに当該業務を行おうとする者にとっては、当該要件が参入障壁と

なっている。 

・ しかしながら、●●●の技術開発により安全性が向上したため、現行の施行実績要件は過剰な状況となっ

ており、●●●から当該要件の緩和を求める意見・要望が多数寄せられている。 

 

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・ ●●●の技術開発や●●●に関する事故件数実績などを踏まえて、上記要件を年間●●●万件以上に緩和

することとする。 

 ※ 複数の緩和・廃止がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

２ 効果（課題の解消・予防）の把握 

※ 定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定量化する工程を記載。 
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※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

（●●●について） 

・ ●●●の届出等の導入により、一部事業者で●●●の事故等が発生した場合には、同様の事故等が発生す

る危険性がないか全●事業者に対して即座に点検して事故等を未然に防止等できる。届出制がなかった場合

には、そもそもこれら全●事業者の所在等すら把握できず、点検自体ができない。 

 

（●●●について） 

・ 全●事業者が●●●設備を導入した場合、１事業者当たり●から●の●●●の抑制が図られる。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

（●●●について） 

・ ●●●施行実績件数の要件を、年間●●●万件以上から●●●万件以上に緩和することにより、●●●業

の年間新規参入件数が、●●●件から●●●件に増加すると見込まれる。 

 

３ 負担の把握 

※ 遵守費用 

  下記⑴～⑶などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 許認可等の申請に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの申請時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 手数料、物品購入、設備投資などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの手数料等の幅と総対

象数は必須） 

 ⑶ 報告書作成、検査対応などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの作成時間・検査時間の幅と

総対象数は必須） 

※ 行政費用 

下記⑴～⑷などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 申請の処理に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの処理時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 物品購入、設備投資などに要する費用（当該対応のために新たに予算要求が想定される場合は必須） 

 ⑶ 報告書確認、検査対応などに要する費用（当該対応のために新たに定員要求が想定される場合は必須） 

 ⑷ 緩和・廃止したことに伴う負の影響を監視するためのモニタリング費用（当該対応のために新たに予算要求

又は定員要求が想定される場合は必須） 

※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 規制の新設・拡充及び緩和・廃止の両方を行う場合は、それぞれについて記載すること 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜遵守費用＞ 
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（●●●について） 

・ 全体でおおよそ●件程度の申請が見込まれるところ、１件当たりの申請書記入等に要する時間は●分程度

と見込まれるため、全体の所要時間は●時間程度と想定される。これに、時給単価●円を乗じると、全体の

費用は●円程度と想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円程度と見込

まれるため、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円から●円の

幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象数当たりの作成時間・

検査時間は●分程度と見込まれ、これに時給単価●円を乗じると、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●分から●分の

作業時間・検査時間の幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 

 

＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

（●●●について） 

・ 当該規制導入時には、十分な施行実績を有する者として●●●事業の年間施行実績が●●●万件以上の者

にのみ●●●事業を実施する資格を認めることで、●●●に関する安全確保を図ることとしていた。今般、

施行実績件数に係る基準を●●●の技術開発に伴い緩和することとなるが、第三者的な立場の有識者で構成

される●●●委員会からも、緩和により生じる直接的な支障はないとの意見を得ている。 

なお、行政機関において●●●のモニタリングを行い、緩和による直接的な支障が認められた場合には、

●●●などの対応をとることから、その影響は限定的と考えられる。 

 

＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 行政機関において●●●のモニタリングを行うため、毎年、●●●に関する調査を民間委託する。当該委

託経費は●●●万円前後と想定している。 

 

４ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 
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□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 

 

＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 

※ インターネット上で公表している場合は URL を掲載。なお、審議会等及び懇談会等については、「審議会等の整理合理化に関

する基本的計画」（平成 11 年４月 27 日閣議決定）に基づき、原則として公表することとされている。 

 

５ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・ 見直し条項（期限●年）を踏まえた事後評価の実施時期は令和●年度であり、それまでに事後評価を実施

予定。 

 

＜上記以外の法令案＞ 

・ 事前評価書の作成から●年後に事後評価を実施することから、令和●年度までに事後評価を実施予定。 
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【様式２―②】                            

規制の事前評価書（簡素化 B）の記載要領 

 

法 令 案 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式については、利用に当たっての総務省への事前の連絡は不要です。 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記表に掲げるⅲ～ⅴのいずれの要件に該当するか、番号を記載してください。 

  また、当該要件を満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

        

 

（該当理由） 

・ 

 

★ 本様式を利用する場合、事後評価書は、様式４―②の「規制の事後評価書（簡素化 B）」を利用することとなり

ます。 

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅲ 国際条約等の批准等に基づく措置であって、その内容に裁量の余地がないもの （様式２―②） 

 

ⅳ 他の法令で具体の規制内容が定まるものであって、評価対象となる規制の規定が含まれる法令ではその内容に裁量の余地がないもの 

（様式２―②） 

・ 具体の規制内容は下位法令に委任しているもの 

・ ある規制の内容を他の法令から準用している場合であって、当該法令の改廃に伴い、当該規制の内容を機械的に改廃する必要があ

るもの 

 

ⅴ 科学的知見に基づく措置であって、その内容に裁量の余地がないもの （様式２―②） 

・ 研究者等専門家の知見や実証実験結果といった科学的知見に基づく措置であって、その内容、度合い等について行政に裁量の余

地がないもの。ただし、当該措置により重要な効果の喪失や重要な行動変容など※が発生する可能性があるものについては適用しな

い。 

※ 例えば、ある物質を規制することで、これまで医療など有益な用途に使っていたものが使えなくなる、代替された別物質がまた異な

る負担をもたらす可能性が高いなどが想定される。 

  

別紙９ 
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１ 規制の必要性・有効性 

※ 法制局への説明資料をベースに記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●における政府方針を踏まえ、●●●事象の解消・未然防止を図るため、●●●事業を行うためには

●●●大臣への届出を義務付けるとともに、●●●設備の設置を義務付ける。 

  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●を背景に●●●事業の実施者が増加しており、その結果、●●●の課題が深刻化している。 

・ ●●●の課題の原因としては●●●が挙げられ、●●●の課題の解消・予防のためには●●●の措置が必

要である。 

・ しかしながら、現状の●●●に関する制度では●●●の仕組みとなっており、このままでは当該課題を解

消・予防することはできない。 

 

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・ 上記課題を解消・予防するために上記措置を行うべく、①●●●事業を届出制とすること、②必要に応じ

て報告徴収又は立入検査を行うこと、③●●●を抑制するため●●●設備の設置を義務付けることとする。 

・ これにより、●●●事業の実施者を網羅的に把握できるとともに、一部事業者で●●●等の問題が発生し

た場合には、他の事業者でも同様の問題が発生していないか即座に点検し、必要な指導・助言・情報提供等

が適時に可能となる。また、●●●設備の設置により●●●の抑制が可能となるが、その詳細は３を参照。 

※ 複数の新設・拡充がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●からの●●●に関する要望・意見を踏まえ、●●●業の新規参入を促進するため、新規参入の要件

となっている●●●施行実績件数を緩和する。 

  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●に関しては、現状では●●●な制度・仕組みとなっている。 

・ ●●●事業については、●●●に関する安全確保の観点から、年間●●●万件以上の●●●の施工実績が

ある者のみに認められているところ、新たに当該業務を行おうとする者にとっては、当該要件が参入障壁と

なっている。 

・ しかしながら、●●●の技術開発により安全性が向上したため、現行の施行実績要件は過剰な状況となっ

ており、●●●から当該要件の緩和を求める意見・要望が多数寄せられている。 

 

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・ ●●●の技術開発や●●●に関する事故件数実績などを踏まえて、上記要件を年間●●●万件以上に緩和

することとする。 

 ※ 複数の緩和・廃止がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

２ 効果（課題の解消・予防）の把握 

※ 定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定量化する工程を記載。 
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※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

（●●●について） 

・ ●●●の届出等の導入により、一部事業者で●●●の事故等が発生した場合には、同様の事故等が発生す

る危険性がないか全●事業者に対して即座に点検して事故等を未然に防止等できる。届出制がなかった場合

には、そもそもこれら全●事業者の所在等すら把握できず、点検自体ができない。 

 

（●●●について） 

・ 全●事業者が●●●設備を導入した場合、１事業者当たり●から●の●●●の抑制が図られる。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

（●●●について） 

・ ●●●施行実績件数の要件を、年間●●●万件以上から●●●万件以上に緩和することにより、●●●業

の年間新規参入件数が、●●●件から●●●件に増加すると見込まれる。 

 

３ 負担の把握 

※ 遵守費用 

  下記⑴～⑶などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 許認可等の申請に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの申請時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 手数料、物品購入、設備投資などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの手数料等の幅と総対

象数は必須） 

 ⑶ 報告書作成、検査対応などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの作成時間・検査時間の幅と

総対象数は必須） 

※ 行政費用 

下記⑴～⑷などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 申請の処理に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの処理時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 物品購入、設備投資などに要する費用（当該対応のために新たに予算要求が想定される場合は必須） 

 ⑶ 報告書確認、検査対応などに要する費用（当該対応のために新たに定員要求が想定される場合は必須） 

 ⑷ 緩和・廃止したことに伴う負の影響を監視するためのモニタリング費用（当該対応のために新たに予算要求

又は定員要求が想定される場合は必須） 

※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 規制の新設・拡充及び緩和・廃止の両方を行う場合は、それぞれについて記載すること 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜遵守費用＞ 
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（●●●について） 

・ 全体でおおよそ●件程度の申請が見込まれるところ、１件当たりの申請書記入等に要する時間は●分程度

と見込まれるため、全体の所要時間は●時間程度と想定される。これに、時給単価●円を乗じると、全体の

費用は●円程度と想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円程度と見込

まれるため、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円から●円の

幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象数当たりの作成時間・

検査時間は●分程度と見込まれ、これに時給単価●円を乗じると、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●分から●分の

作業時間・検査時間の幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 

 

＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 

 

＜その他の負担＞ 

（●●●について） 

・ ●●●を対象に●●●に関し実施されたアンケート調査によると、約●％が「本規制が導入された場合、

●●●施設を閉鎖せざるを得ない」と回答していることから、本規制に伴う●●●施設の閉鎖が想定される。

ただし、本規制の対象施設は、●●●補助金の対象となる等、支援策がとられることから、その影響は限定

的と考えられる。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

（●●●について） 

・ 当該規制導入時には、十分な施行実績を有する者として●●●事業の年間施行実績が●●●万件以上の者

にのみ●●●事業を実施する資格を認めることで、●●●に関する安全確保を図ることとしていた。今般、

施行実績件数に係る基準を●●●の技術開発に伴い緩和することとなるが、第三者的な立場の有識者で構成

される●●●委員会からも、緩和により生じる直接的な支障はないとの意見を得ている。 

なお、行政機関において●●●のモニタリングを行い、緩和による直接的な支障が認められた場合には、

●●●などの対応をとることから、その影響は限定的と考えられる。 
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＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 行政機関において●●●のモニタリングを行うため、毎年、●●●に関する調査を民間委託する。当該委

託経費は●●●万円前後と想定している。 

 

＜その他の負担＞ 

（●●●について） 

・ ●●●を対象に●●●に関し実施されたアンケート調査によると、約●％が「新規参入事業者が増加する

ことで過当競争による収支悪化・サービス劣化が懸念される」と回答している。 

 

４ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 

 

＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 

※ インターネット上で公表している場合は URL を掲載。なお、審議会等及び懇談会等については、「審議会等の整理合理化に関

する基本的計画」（平成 11 年４月 27 日閣議決定）に基づき、原則として公表することとされている。 

 

５ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・ 見直し条項（期限●年）を踏まえた事後評価の実施時期は令和●年度であり、それまでに事後評価を実施

予定。 

 

＜上記以外の法令案＞ 

・ 事前評価書の作成から●年後に事後評価を実施することから、令和●年度までに事後評価を実施予定。 
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【様式２―③】                            

規制の事前評価書（簡素化 C）の記載要領 

 

法 令 案 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式を利用する場合には、事前に総務省に御連絡願います。当省にて利用の可否を確認して御連絡いたしま

す（御連絡いただいた翌日までに回答することを原則としますが、他の業務との関係で遅れる場合もあります。）。 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記要件ⅵを満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

    ⅵ   

 

（該当理由） 

・ 

 

★ 本様式を利用する場合、事後評価書は、様式４―③の「規制の事後評価書（簡素化 C）」を利用することとなり

ます。 

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅵ 規制の対象区域・内容が予測又は特定できないもの （様式２―③） 

・ 災害発生時に発動される規制のように、災害の種類・程度により規制の対象区域・内容が大きく異なることから、事前評価を行うことに

限界があるもの 

  

別紙 10 
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１ 規制の必要性・有効性 

※ 法制局への説明資料をベースに記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●における政府方針を踏まえ、●●●事象の解消・未然防止を図るため、●●●事業を行うためには

●●●大臣への届出を義務付けるとともに、●●●設備の設置を義務付ける。 

  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●を背景に●●●事業の実施者が増加しており、その結果、●●●の課題が深刻化している。 

・ ●●●の課題の原因としては●●●が挙げられ、●●●の課題の解消・予防のためには●●●の措置が必

要である。 

・ しかしながら、現状の●●●に関する制度では●●●の仕組みとなっており、このままでは当該課題を解

消・予防することはできない。 

 

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・ 上記課題を解消・予防するために上記措置を行うべく、①●●●事業を届出制とすること、②必要に応じ

て報告徴収又は立入検査を行うこと、③●●●を抑制するため●●●設備の設置を義務付けることとする。 

・ これにより、●●●事業の実施者を網羅的に把握できるとともに、一部事業者で●●●等の問題が発生し

た場合には、他の事業者でも同様の問題が発生していないか即座に点検し、必要な指導・助言・情報提供等

が適時に可能となる。また、●●●設備の設置により●●●の抑制が可能となるが、その詳細は３を参照。 

※ 複数の新設・拡充がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●からの●●●に関する要望・意見を踏まえ、●●●業の新規参入を促進するため、新規参入の要件

となっている●●●施行実績件数を緩和する。 

  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●に関しては、現状では●●●な制度・仕組みとなっている。 

・ ●●●事業については、●●●に関する安全確保の観点から、年間●●●万件以上の●●●の施工実績が

ある者のみに認められているところ、新たに当該業務を行おうとする者にとっては、当該要件が参入障壁と

なっている。 

・ しかしながら、●●●の技術開発により安全性が向上したため、現行の施行実績要件は過剰な状況となっ

ており、●●●から当該要件の緩和を求める意見・要望が多数寄せられている。 

 

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・ ●●●の技術開発や●●●に関する事故件数実績などを踏まえて、上記要件を年間●●●万件以上に緩和

することとする。 

 ※ 複数の緩和・廃止がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

２ 効果（課題の解消・予防）の把握 

※ 定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定量化する工程を記載。 
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※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

（●●●について） 

・ ●●●の届出等の導入により、一部事業者で●●●の事故等が発生した場合には、同様の事故等が発生す

る危険性がないか全●事業者に対して即座に点検して事故等を未然に防止等できる。届出制がなかった場合

には、そもそもこれら全●事業者の所在等すら把握できず、点検自体ができない。 

 

（●●●について） 

・ 全●事業者が●●●設備を導入した場合、１事業者当たり●から●の●●●の抑制が図られる。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

（●●●について） 

・ ●●●施行実績件数の要件を、年間●●●万件以上から●●●万件以上に緩和することにより、●●●業

の年間新規参入件数が、●●●件から●●●件に増加すると見込まれる。 

 

３ 負担の把握 

※ 遵守費用 

  下記⑴～⑶などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 許認可等の申請に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの申請時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 手数料、物品購入、設備投資などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの手数料等の幅と総対

象数は必須） 

 ⑶ 報告書作成、検査対応などに要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの作成時間・検査時間の幅と

総対象数は必須） 

※ 行政費用 

下記⑴～⑷などの遵守費用について記載。定量化できない場合は、その理由と事後評価書を作成するまでに定

量化する工程を記載。 

 ⑴ 申請の処理に要する費用（少なくとも、想定される１対象当たりの処理時間×総対象数は必須） 

 ⑵ 物品購入、設備投資などに要する費用（当該対応のために新たに予算要求が想定される場合は必須） 

 ⑶ 報告書確認、検査対応などに要する費用（当該対応のために新たに定員要求が想定される場合は必須） 

 ⑷ 緩和・廃止したことに伴う負の影響を監視するためのモニタリング費用（当該対応のために新たに予算要求

又は定員要求が想定される場合は必須） 

※ 用いたデータや文献等については、それらの概要や所在に関する情報を記載する。 

※ 規制の新設・拡充及び緩和・廃止の両方を行う場合は、それぞれについて記載すること 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 
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＜遵守費用＞ 

（●●●について） 

・ 全体でおおよそ●件程度の申請が見込まれるところ、１件当たりの申請書記入等に要する時間は●分程度

と見込まれるため、全体の所要時間は●時間程度と想定される。これに、時給単価●円を乗じると、全体の

費用は●円程度と想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円程度と見込

まれるため、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●円から●円の

幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象数当たりの作成時間・

検査時間は●分程度と見込まれ、これに時給単価●円を乗じると、全体の費用は●円程度と想定される。 

・ ●●●については、全体でおおよそ●程度の総対象数が見込まれるところ、１対象当たり●分から●分の

作業時間・検査時間の幅が想定される。 

 

（●●●について） 

・ ●●●については、●●●の理由から現状では定量化することができないが、事後評価書を作成するまで

には、実績値である●●●の数値を●年分把握するなどにより、定量化する。 

 

＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 

 

＜その他の負担＞ 

（●●●について） 

・ ●●●を対象に●●●に関し実施されたアンケート調査によると、約●％が「本規制が導入された場合、

●●●施設を閉鎖せざるを得ない」と回答していることから、本規制に伴う●●●施設の閉鎖が想定される。

ただし、本規制の対象施設は、●●●補助金の対象となる等、支援策がとられることから、その影響は限定

的と考えられる。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担＞ 

（●●●について） 

・ 当該規制導入時には、十分な施行実績を有する者として●●●事業の年間施行実績が●●●万件以上の者

にのみ●●●事業を実施する資格を認めることで、●●●に関する安全確保を図ることとしていた。今般、

施行実績件数に係る基準を●●●の技術開発に伴い緩和することとなるが、第三者的な立場の有識者で構成

される●●●委員会からも、緩和により生じる直接的な支障はないとの意見を得ている。 

なお、行政機関において●●●のモニタリングを行い、緩和による直接的な支障が認められた場合には、

●●●などの対応をとることから、その影響は限定的と考えられる。 
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＜行政費用＞ 

（●●●について） 

・ 行政機関において●●●のモニタリングを行うため、毎年、●●●に関する調査を民間委託する。当該委

託経費は●●●万円前後と想定している。 

 

＜その他の負担＞ 

（●●●について） 

・ ●●●を対象に●●●に関し実施されたアンケート調査によると、約●％が「新規参入事業者が増加する

ことで過当競争による収支悪化・サービス劣化が懸念される」と回答している。 

 

４ 利害関係者からの意見聴取 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

□意見聴取した □意見聴取しなかった 

（意見聴取しなかった理由） 

 □具体の規制内容は下位法令に委任するため、意見聴取する中身がない 

 □遵守費用が発生せず、意見聴取する理由がない 

 □参加者の抽出又は参集が困難なため、別途、アンケート調査を行っている 

 □他の府省で、別途、関連する意見聴取を行っており、それを参考にしている 

 □その他 

（具体の理由：   ） 

 

＜主な意見内容と今後調整を要する論点＞ 

・ 

 

＜関連する会合の名称、開催日＞ 

・ 

 

＜関連する会合の議事録の公表＞ 

※ インターネット上で公表している場合は URL を掲載。なお、審議会等及び懇談会等については、「審議会等の整理合理化に関

する基本的計画」（平成 11 年４月 27 日閣議決定）に基づき、原則として公表することとされている。 

 

５ 事後評価の実施時期 

 

【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・ 見直し条項（期限●年）を踏まえた事後評価の実施時期は令和●年度であり、それまでに事後評価を実施

予定。 

 

＜上記以外の法令案＞ 

・ 事前評価書の作成から●年後に事後評価を実施することから、令和●年度までに事後評価を実施予定。 
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【様式２―④】                            

規制の事前評価書（簡素化 D）の記載要領 

 

法 令 案 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規 制 の 区 分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

★ 本様式については、利用に当たっての総務省への事前の連絡は不要です。 

 

★ 本様式を利用するに当たり、下記要件ⅶを満たしていると判断される理由を記載してください。 

 

（該当要件） 

    ⅶ   

 

（該当理由） 

・ 

 

★ 本様式を利用する場合、事後評価書は、通常版の「規制の事後評価書」を利用することとなります。 

 

 

表：規制の事前評価書（簡素化）の適用要件 

NO 該当要件 

ⅶ 何らかの理由により緊急に対応する必要があるもの （様式２―④） 

・ 事前評価に時間を割けない合理的理由がある場合に、避難的措置として、簡素化した評価を実施し、最低限の説明責任を果たすも

の。ただし、事後評価書は通常版を使用する。 
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１ 規制の必要性・有効性 

※ 法制局への説明資料をベースに記載する。 

※ 新設・拡充のみの場合は緩和・廃止欄を削除し、緩和・廃止のみの場合は新設・拡充欄を削除する。 

 

【新設・拡充】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●における政府方針を踏まえ、●●●事象の解消・未然防止を図るため、●●●事業を行うためには

●●●大臣への届出を義務付けるとともに、●●●設備の設置を義務付ける。 

  

＜規制を新設・拡充する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●を背景に●●●事業の実施者が増加しており、その結果、●●●の課題が深刻化している。 

・ ●●●の課題の原因としては●●●が挙げられ、●●●の課題の解消・予防のためには●●●の措置が必

要である。 

・ しかしながら、現状の●●●に関する制度では●●●の仕組みとなっており、このままでは当該課題を解

消・予防することはできない。 

 

＜必要となる規制新設・拡充の内容＞ 

・ 上記課題を解消・予防するために上記措置を行うべく、①●●●事業を届出制とすること、②必要に応じ

て報告徴収又は立入検査を行うこと、③●●●を抑制するため●●●設備の設置を義務付けることとする。 

・ これにより、●●●事業の実施者を網羅的に把握できるとともに、一部事業者で●●●等の問題が発生し

た場合には、他の事業者でも同様の問題が発生していないか即座に点検し、必要な指導・助言・情報提供等

が適時に可能となる。また、●●●設備の設置により●●●の抑制が可能となるが、その詳細は３を参照。 

※ 複数の新設・拡充がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【緩和・廃止】 

＜法令案の要旨＞ 

・ ●●●からの●●●に関する要望・意見を踏まえ、●●●業の新規参入を促進するため、新規参入の要件

となっている●●●施行実績件数を緩和する。 

  

＜規制を緩和・廃止する背景、発生している課題とその原因＞ 

・ ●●●に関しては、現状では●●●な制度・仕組みとなっている。 

・ ●●●事業については、●●●に関する安全確保の観点から、年間●●●万件以上の●●●の施工実績が

ある者のみに認められているところ、新たに当該業務を行おうとする者にとっては、当該要件が参入障壁と

なっている。 

・ しかしながら、●●●の技術開発により安全性が向上したため、現行の施行実績要件は過剰な状況となっ

ており、●●●から当該要件の緩和を求める意見・要望が多数寄せられている。 

 

＜必要となる規制緩和・廃止の内容＞ 

・ ●●●の技術開発や●●●に関する事故件数実績などを踏まえて、上記要件を年間●●●万件以上に緩和

することとする。 

 ※ 複数の緩和・廃止がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

２ 事後評価の実施時期 
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【新設・拡充、緩和・廃止】 

＜見直し条項がある法令案＞ 

・ 見直し条項（期限●年）を踏まえた事後評価の実施時期は令和●年度であり、それまでに事後評価を実施

予定。 

 

＜上記以外の法令案＞ 

・ 事前評価書の作成から●年後に事後評価を実施することから、令和●年度までに事後評価を実施予定。 
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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

 

  

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

 

 

《要望の内容》 

《関係条項》 

 

5 担当部局 
 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：               分析対象期間：                

7 創設年度及び改正経緯  

 

 

8 適用又は延長期間  

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 

 

《政策目的の根拠》 

 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

 

 

 

  
③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 

 

  

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 

 

 

 

10 有効性

等 

① 適用数  
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② 適用額  

 

 

③ 減収額  

  

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

 

 

 

 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

 

 

 

  

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 

 

 

 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 

 

 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

 

 

 

 

12 有識者の見解  

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 
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＜記載要領＞ 

 

Ⅰ 租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

 

  租税特別措置等について、新設、拡充又は延長の要望を行う際の事前評価を行う場合

は、本様式により事前評価書を作成する。なお、各項目の記載に際しては、平成22年度

税制改正大綱における政策税制措置の見直しの指針（「６つのテスト」）において、存

続期間が比較的長期にわたっている措置（10年超）や適用者数が比較的少ない措置（２

桁台以下）等について、特に厳格に判断するとされていることに留意すること。 

 
１ 「政策評価の対象とした政策の名称」には、政策評価の対象とした租税特別措置等の

名称を記載する。 

２① 「政策評価の対象税目」には、以下の内容を記載する。  

 ・ 政策評価の対象とした税目ごとに、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成

13年法律第86号）第９条並びに行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令（平成

13年政令第323号）第３条第７号及び第８号に定める政策評価の義務付け対象又は対

象外の別 

 ・ 当該租税特別措置等の要望について、財務省主税局に提出する税制改正要望事項一

覧及び総務省自治税務局に提出する地方税制改正要望事項総括表の要望番号 

   なお、国税に連動して地方税に影響がある場合、地方税の税目についても記載す

る。 

２② 「上記以外の税目」には、上記の「政策評価の対象税目」に記載した税目以外の当

該租税特別措置等の対象税目を全て記載する。 

３ 「要望区分等の別」には、租税特別措置等の新設、拡充及び延長の別並びに単独、主

管及び共管の別を記載する。 

４ 「内容」では、各項目について、以下に従い記載する。 

 ・ 「現行制度の概要」には、政策評価の対象とした租税特別措置等の現行の内容を簡

潔に記載する。要素として、当該租税特別措置等の適用を受ける対象者（対象事業分

野）及び特例の内容（例：対象設備等の取得価額の○％の特別償却又は○％の税額控

除など）を明らかにする。 

  なお、新設要望の場合には、「－」を記載する。 

 ・ 「要望の内容」には、当該租税特別措置等に係る要望の内容を簡潔に記載する

（例：適用期限を○年間延長し、令和○年○月○日までとする。)。 

 ・ 「関係条項」には、当該租税特別措置等に関係する租税特別措置法（昭和32年法律

第26号）、地方税法（昭和25年法律第226号）等の条項を記載する。 

   なお、新設要望の場合には、「－」を記載する。 

５ 「担当部局」には、政策評価を担当した担当課室名を記載する（例：○○省○〇局○

〇課)。 

６ 「評価実施時期及び分析対象期間」には、政策評価を実施した時期及び分析の対象と

した期間をできる限り具体的に記載する。 

７ 「創設年度及び改正経緯」には、拡充又は延長を要望する当該租税特別措置等の創設

年度及び過去の改正経緯（改正年度及び改正内容）を簡潔に記載する。 

  なお、新設要望の場合には、「－」を記載する。 

８ 「適用又は延長期間」には、当該租税特別措置等の適用期間又は延長期間を記載す

る。 

９① 「政策目的及びその根拠」では、各項目について、以下に従い記載する。 
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 ・ 「租税特別措置等により実現しようとする政策目的」には、当該租税特別措置等に

よって実現しようとする政策目的について具体的に記載する。 

 ・ 「政策目的の根拠」には、上記の「租税特別措置等により実現しようとする政策目

的」に記載した政策目的の法令及び閣議決定等の根拠（名称、年月日及び規定の内容

の抜粋）を具体的に明らかにする。 

９② 「政策体系における政策目的の位置付け」には、上記９①の「租税特別措置等によ

り実現しようとする政策目的」に記載した政策目的について、各府省における政策体系

上の位置付けを記載する。 

  当該政策目的が政策体系上に明記されていれば該当箇所を記載し、政策体系上に直接

明記されていない場合は、政策体系上に表れるどの政策等に包含されているかを明らか

にする。 

９③ 「達成目標及びその実現による寄与」では、各項目について、以下に従い記載す

る。 

・ 「租税特別措置等により達成しようとする目標」には、前記９①の「租税特別措置

等により実現しようとする政策目的」に記載した政策目的の下、当該租税特別措置等

によって達成しようとする目標を測定可能な指標を用いて、可能な限り定量的に記載

する。なお、これらは、要望する当該租税特別措置等の適用期間の最終年度までに達

成すべきものを記載する（恒久措置を要望する場合には事後評価の実施が見込まれる

３年から５年後に達成すべきものを記載する。）。 

 ・ 「政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与」には、前記９①の

「租税特別措置等により実現しようとする政策目的」に記載した政策目的に対して、

当該租税特別措置等がない場合に比べ、上記の「租税特別措置等により達成しようと

する目標」に記載した当該租税特別措置等による達成目標の実現がどのように寄与す

るのか、両者の関係（因果関係）を具体的に記載する。 

10① 「適用数」には、当該租税特別措置等の適用数（過去の実績及び将来の推計）を年

度ごとに記載する。 

  租税特別措置等の新設を要望しようとする場合は将来の推計を記載し、拡充又は延長

を要望しようとする場合は、将来の推計に加え、過去の実績を記載する。過去の実績に

ついては可能な限り実数で明らかにする。 

  算定根拠については、政策評価に関する情報の公表に関するガイドライン（平成22年

５月28日政策評価各府省連絡会議了承。以下「情報公表ガイドライン」という。）にの

っとり明らかにする（評価書への添付でも可）。 

  また、拡充又は延長を要望しようとする場合は、適用数が僅少となっていないことを

具体的に明らかにする。 

10② 「適用額」には、政策評価の対象とした租税特別措置等の適用額（過去の実績及び

将来の推計）を年度ごとに記載する。 

  租税特別措置等の新設を要望しようとする場合は将来の推計を記載し、拡充又は延長

を要望しようとする場合は、将来の推計に加え、過去の実績を記載する。過去の実績に

ついては可能な限り実数で明らかにする。 

  算定根拠については、情報公表ガイドラインにのっとり明らかにする（評価書への添

付でも可）。 

  また、拡充又は延長を要望しようとする場合は、適用額が特定の者に偏っていないこ

とを具体的に明らかにする。 

10③ 「減収額」には、政策評価の対象とした租税特別措置等の適用の結果、減収となる

税額（過去の実績及び将来の推計）を年度ごとに記載する。 

  租税特別措置等の新設を要望しようとする場合は将来の推計を記載し、拡充又は延長

を要望しようとする場合は、将来の推計に加え、過去の実績を記載する。過去の実績に

ついては可能な限り実数で明らかにする。 
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  なお、国税に連動して地方税に影響がある場合、地方税の減収額についても記載す

る。 

  算定根拠については、情報公表ガイドラインにのっとり明らかにする（評価書への添

付でも可）。 

10④ 「効果」では、各項目について、以下に従い記載する。 

・ 「政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況」には、以下の内容を記載する。 

   * 前記９①に記載した「租税特別措置等により実現しようとする政策目的」が、政

策評価の対象とした租税特別措置等によってどのように達成されるか（されたか）

について、可能な限り定量的に記載する。 

  * 前記９③に記載した「租税特別措置等により達成しようとする目標」に関して、

当該租税特別措置等による達成目標の実現状況を前記９③に記載した測定指標によ

って可能な限り定量的に記載する。 

   * 拡充又は延長を要望しようとする場合、所期の目標（直近の新設、拡充又は延長

の要望を行った際に想定していた当該租税特別措置等の達成目標（基本的には前記

９③に記載した「租税特別措置等により達成しようとする目標」が該当））の達成

状況を可能な限り定量的に記載する。 

      また、所期の目標を変更する場合には、所期の目標の達成状況とともに、新たな

達成目標へ変更する理由について具体的に記載する。 

・ 「達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果」には、上記に記載した当該租税

特別措置等による達成目標の実現状況から、他の政策手段や経済情勢等、他の要因の

影響を除いた当該租税特別措置等による直接的な効果（当該租税特別措置等がない場

合と比べ、それがあることにより得られる効果）を記載する。 

   その際、租税特別措置等の新設を要望しようとする場合の効果は推計によることと

なり、拡充又は延長を要望しようとする場合には、推計に加え、過去の実績を把握す

ることとなる。 

   租税特別措置等が新設されない場合、拡充又は延長されない場合に予想される状況

についても具体的に記載する。 

10⑤ 「税収減を是認する理由等」には、上記10①から10④までの「有効性等」における

記載内容を踏まえ、政策評価の対象とした租税特別措置等による税収減を是認するに足

る効果が認められると考える理由を記載する。 

  その際、上記10④の「効果」に記載した当該租税特別措置等による直接的な効果以外

の当該租税特別措置等による様々な波及効果の状況の把握に努めるとともに、効果の発

現状況が地域ごとに異なる場合には、可能な限り地域ごとの効果の発現状況を把握し、

これらの状況についても記載するよう努める。 

  また、拡充又は延長を要望しようとする場合において、それまでの間に効果が上がっ

ていないと考えられる場合は、その要因を具体的に記載する。 

11① 「租税特別措置等によるべき妥当性等」には、政策目的を実現する手段として、補

助金等や規制などの他の政策手段がある中で、当該租税特別措置等を採ることが必要で

あり、適切である理由を具体的に記載する。 

11② 「他の支援措置や義務付け等との役割分担」には、補助金等や規制など、同様の政

策目的に係る他の支援措置や義務付け等がある場合（そうした措置を要求又は要望して

いる場合を含む。）に、当該租税特別措置等とその他の支援措置や義務付け等との役割

の違いを具体的に記載する。 

11③ 「地方公共団体が協力する相当性」には、地方税に係る租税特別措置等（国税に連

動して地方税にも影響がある場合を含む。）が各地域で展開される必要性や地方公共団

体にとってどのような効果をもたらすことになるかという点を具体的に記載する。 

12 「有識者の見解」には、政策評価の対象とした租税特別措置等に係る政策評価の内容

について、審議会等での検討結果や有識者の見解がある場合、その概要を記載する。 
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13 「前回の事前評価又は事後評価の実施時期」には、租税特別措置等の拡充又は延長を

要望しようとする場合において、前回の事前評価又は事後評価を実施した時期を記載す

る。 

また、これらの評価について、総務省行政評価局による点検が実施されている場合

は、点検結果の番号を記載する。 

なお、新設要望の場合には、「－」を記載する。 
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総合評価の実施計画の様式 

 

 

 

【着手予定のものの場合】 
 

テーマ及び概要 実施期間 

 テーマの名称を記載する。  

 【概要】 

当該テーマの背景や問題意識など、テーマの概要を記載する。   

 

 

【関連する「政策の目標」】 

当該テーマが関連する「政策の目標」を記載する。 

 

総合評価の実施予定

期間を記載する。 

 

 

 

 

 

【公表予定のものの場合】 
 

テーマ名及び概要 実施期間 

 テーマの名称を記載する。   

 【概要】 

当該テーマの背景や問題意識など、テーマの概要を記載する。   

 

 

【関連する「政策の目標」】 

当該テーマが関連する「政策の目標」を記載する。 

 

総合評価を開始した 

年度及び評価結果の 

公表予定を記載する。 
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規制に係る政策の事後評価の実施計画の様式 

 

１．評価方法 

 

 

２．評価対象 

 

規制の名称等 
①評価の実施時期 

②事後評価の方法 

 ○○○ 
①○年度 

②○○方式 
 （条項）○○法第○条 
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租税特別措置等に係る政策の事後評価の実施計画の様式 

 

１．評価方法 

 

 

２．評価対象 

 

租税特別措置等の名称等 
①創設年度 

②適用期限 

 ○○○（○○税） 
①○年度 

②○年○月○日 
 （条項）租税特別措置法第○条 
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事前分析表兼実績評価書（総合目標）の様式 
（財務省 ○総○） 

 

総合目標の内容及び

目標設定の考え方  

 
上記の「総合目標」を構成する「テ－マ」 

 

 

 

 

 

関連する内閣の基本方針  

 

総合目標○についての評価結果 

総合目標についての評定  

評定の理由  

政策の分析 

（必要性・有効性・効率性等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○ 総合目標○：  
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テーマ  

取組内容  

 

定量的な測定指標 

 

 年度 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

目標値      

実績値      

 

（目標値の設定の根拠） 

 

 

目標の達成度  

目標の達成度の

判定理由 

 

 

定性的な測定指標 

  

 

（目標の内容） 

 

 

（目標の設定の根拠） 

 

 

目標の達成度  

実績及び 

目標の達成度の 

判定理由 

 

 

テーマについての評定  

評定の理由 
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今回廃止した測定指標と

その理由 
 

参考指標  

 

総○－１に係る参考情報 

 

 

 
 

参考指標１：・・・・・・・・・・・  
令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

      

      

（出所）・・・・・・・ 

（注）・・・・・・・・ 

（参考）・・・・・・・ 

 

 

 
 

参考指標２：・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 
 

評価結果の反映  

 

財務省政策評価懇談会に

おける外部有識者の意見  

 

政策評価を行う過程にお

いて使用した資料その他

の情報 
 

 

前年度の政策評価結果の

政策への反映状況  
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総合目標に係る予算額等 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 
行政事業レビュー

に係る予算事業ID 

予算の 

状況 

当初予算      

       

   
     

      

補正予算      

繰 越 等      

合  計      

執 行 額      

（概要） 

 

 

担当部局名  政策評価実施時期  
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事前分析表兼実績評価書（総合目標）の記載要領 
（財務省 ○総○） 

 

総合目標の内容及び

目標設定の考え方 

・・・・・・・・・・・ 

 
上記の「総合目標」を構成する「テ－マ」 

 

総○-１：・・・ 

総○-２：・・・ 

総○-３：・・・ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 総合目標○：・・・・・・・ 

 （・・・・） 

 

 

 

 

 

 

                                  （令和○年○月一部変更） 
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年度及び総合目標の

目標番号を記載する。 

目標番号及び目

標を記載する。 

政策評価の実施要領第１章１．⑵①に基づき、

その政策（「財政」等）について「省として当面取

り組んでいる大きなテーマ」を国民に示すものと

の位置付けに鑑み、内閣の基本的な方針を踏ま

え、中期かつ大局的な視点で財務省として取り組

む大きなテーマを記載する。 

また、国民に分かりやすいものとなるよう訴求

力のあるキーワードを盛り込むよう努める。 

計画期間内に目標を

変更した場合には、変

更時期を記載する。 

その総合目標を設定した意図、理由を明確かつ簡潔に記載する。記載に当

たっては、次の点に留意する。 
（１）いつまでに、何について、どのようなことを実現するのかという観

点からの記載に努める。下記の「関連する内閣の基本方針」と財務省

の取組の関係について代表的なものを説明し、当該方針において目標

年限及び目標値が設定されている場合には、当該方針を踏まえた目標

及び取組内容を記載する。 
（２）東日本大震災等への対応に係る取組で計画期間内に実施予定のもの

については、必ず記載する（当該取組内容は、実施計画に別紙として

財務省全体分を取りまとめて掲載する）。 

テーマの整理番号及び見出しを記載する。「○○により

△△を目指す」、「○○のため□□を維持する」等、総合目

標を達成するための取組が分かる記載とする。 

・事前分析表作成時点では、水色の項目（グレー網掛け箇所を除く）のみを記載。 

・評価書作成時点に、若草色の項目及び事前分析表作成時点でグレー網掛け箇所

であった項目を記載（必要があれば、事前分析表作成時点で記載した内容を更新）。 
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関連する内閣の基本方針 

○「第○回国会 総理大臣施政方針演説」（令和○年○月○日） 

○「第○回国会 財務大臣財政演説」（令和○年○月○日） 

○「経済財政運営と改革の基本方針」（令和○年○月○日閣議決定） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

総合目標○についての評価結果 

総合目標についての評定  

評定の理由 

・・・・・・・・・・ 

政策の分析 

（必要性・有効性・効率性等） 

・・・・・・・・・・ 

 

テーマ 総○－１：・・・ 

取組内容 

・・・・・・・・ 

 
 

その総合目標に関連する所信表明演説、施政方針演説、財政演説

及び重要な閣議決定などのうち原則として計画期間前の直近１年

間の主なものについて、その名称等を記載する（関連する内閣の基

本方針がない場合は、「該当なし」と記載する。）。 

 なお、事前分析表作成時は、原則として計画期間前の直近１年間

の主なものを記載し、計画期間中に新たに実施・策定等されたもの

は、評価書作成時に追加するものとする。 

評価マニュアルに従い、評定を行い、「Ａ 相当程度進展あり」等と記載する。 

 

目標全体についての進捗の概略について記載した上で、評定基

準に従って評定を行ったことを下記のように記載する。 
「テーマ○－１の評定は「a 相当程度進展あり」、テーマ○－２

の評定は「a 相当程度進展あり」であるため、当該総合目標の評

定は、上記のとおり、「Ａ 相当程度進展あり」としました。」 

達成状況及びその理由を踏まえ、当該総合目標について、 
 ①必要性：法的根拠や政府全体の方針、社会的な要請等から、その政

策を実施することが妥当であったか。 
 ②有効性：テーマにおける取組が、総合目標の達成について、所期の

効果を上げているか。 
 ③効率性：テーマの実施に要した費用は妥当な範囲だったか。 
等の観点から分析する。 

テーマの整理番号及び見出しを記載する。 

各テーマの取組内容について、その概要を明確かつ簡潔に記載する。 

東日本大震災等への対応に係る取組で計画期間内に実施予定のもの

については、必ず記載する（当該取組内容は、実施計画に別紙として

財務省全体分を取りまとめて掲載する）。 

なお、その目標を構成するテーマが一つの場合には「目標設定の考

え方に同じ」の表現で構わない。 
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定量的な測定指標 

 

[主要] 

総○-1-A-1：･･･ 

（単位：･･･） 

年度 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

目標値 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

実績値 ○○ ○○ ○○ Ｎ．Ａ．  

 

（注）令和○年度の実績値は、令和○年○月に確定し、令和○年度の実績評価書に記載します。 

（出所）「○○統計月報」（令和○年○月 ○○局○○課（https://.…） 

（目標値の設定の根拠） 

・・・・・・・・・・・・・・ 

 

目標の達成度  

目標の達成度の

判定理由 

・・・・・・・・・・ 

 

定性的な測定指標 

 [主要]総○-1-B-1：･･･ 

 

（目標の内容） 

・・・・・・・・・・ 

 

（目標の設定の根拠） 

・・・・・・・・・・ 

事前分析表作成時点

ではグレー網掛けと

し、評価書作成時点で

実績値を記載する。 

 

直近の実績値が未集計の場合は

「Ｎ．Ａ．」とした上で、確定時期

と公表方法について注記する。 

表の理解に説明を要する場合は注記する。また、測定

指標に用いられる統計・データの出所を脚注に明示す

る。財務省ウェブサイトに掲載されているものについ

ては、ＵＲＬを付記する。（フォントサイズ 9pt） 

テーマごとに、測定指標を一つ以上設定する。なお、設定した測定指標のうちテーマごとに一

つ以上を「主要なもの」とし、[主要]と付記する。 

記載に当たっては、次の点に留意する。 

① 測定指標は可能な限り定量的測定指標の設定に努めることとするが、それが困難な場合は定

性的測定指標を設定する（両方を設定してもよい。）。 

② 関連する内閣の基本的な方針で目標年限及び目標値が設定されている場合には、定量的測定

指標として設定する。 

指標を設定した意図や理

由及び目標値の設定根拠

を具体的に記載する。 

評価マニュアルに従い、達成度の判定を行い、「◯」「×」等と記載する。 

具体的な取組の内容及び目標の達成度の判定理由を必要に応じて記載する。 

財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、ＵＲＬの記載に代える

等により簡潔な記述に努める。 

定性的な目標を記載する。目標設定の際は、可能な限り目標

達成度合いを判定する基準をあらかじめ具体的に明示する。 

総合目標の定性的な測定指標は全て「主

要なもの」とし、［主要］と付記する。 

指標を設定した意図や理由を具体的に記載する。 
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目標の達成度  

実績及び 

目標の達成度の 

判定理由 

・・・・・・・・・・ 

 

定性的な測定指標 

 [主要]総○-1-B-2：･･･[新] 

 

（目標の内容） 

・・・・・・・・・・ 

 

（目標の設定の根拠） 

・・・・・・・・・・ 

 

目標の達成度  

実績及び 

目標の達成度の 

判定理由 

・・・・・・・・・・ 

 

テーマについての評定 
 

評定の理由 

・・・・・・・・・・ 

 

今回廃止した測定指標と

その理由 

（旧）測定指標総○-1-B-2：・・・・・・ 

（理由） 

 ・・・・・・・・・・・ 

参考指標 
○参考指標１ 「・・・」 

○参考指標２ 「・・・」 

 
 

評価マニュアルに従い、達成度の判定を行い、「◯」「×」等と記載する。 

定性的な目標の進捗状況及びその具体的な取組の内容を、可能な限り数

値的説明を用いて記載した上で、目標達成度の判定理由を記載する。テ

ーマの実施状況を説明するため参考指標の数値を引用した場合などは

（参考指標○参照）と明示する。財務省ウェブサイトに掲載されている

内容については、ＵＲＬの記載に代える等により簡潔な記述に努める。 

新たに設定された測定指標の場合には、当該

指標の末尾に[新]と付記する。 

実施計画に記載した「テーマ」単位で、当該テーマの達成状況を

「５段階区分」の評語で記載する。 

評価対象年度における当該テーマの進捗状況を簡潔に記載した上

で、評定基準に従って評定を行ったことを下記のように記載する。 
「以上のとおり、測定指標が「○」であるため、当該テーマの評定は、

上記のとおり、「a 相当程度進展あり」としました。」 

測定指標を廃止した場合には、指標名と廃止理由を

記載する。 
（廃止指標がない場合は、「該当なし」と記載する。） 
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総○－１に係る参考情報 

 

・・・・・・・・・ 

 

 

参考指標１：・・・・・・・・・・・  
令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

◯◯件数 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

◯◯額 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

（出所）・・・・・・・ 

（注）・・・・・・・・ 

（参考）・・・・・・・ 

 

 

 
 

参考指標２：・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

 

 

 

 
 

評価結果の反映 

 

 

財務省政策評価懇談会に

おける外部有識者の意見 
 

 

政策評価を行う過程にお

いて使用した資料その他

の情報 
 

 

前年度の政策評価結果の

政策への反映状況 

 

 
 
 
 
 
 

フォント：ＭＳゴシック 11pt 行間 1行 

テーマに係る参考情報があれば記載する。 

フォント：ＭＳ明朝 10.5pt 行間隔「固定値」行間 1行 

参考指標の番号と名称は「参考指標」の欄の記載に合わせ

る。 

財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、Ｕ

ＲＬの記載に代える等により簡潔な記述に努める。 

【見出し】 

フォント：ＭＳゴシック 11pt 行間 1行 

【出所・注・参考】 

フォント：ＭＳ 明朝 9pt 行間隔「固定値」12pt 

総合目標の見直しや今後の方向性などについて、ＰＤＣＡサイクルを意識

しつつ、以下の観点から記載することに留意。 
 ・具体的な改善案の提示 
 ・提示した改善策を今後の企画立案に反映させる取組の実施 

政策評価懇談会における外部有識者からの意見を記載する。 

評価に当たって使用した資料名を記載する（指標の出典等）。 

（１）政策評価法第11条に基づき記載するものであり、前年度の政策評価

書の「評価結果の反映」欄に記載した内容が、当該年度の政策等へどのよ

うに反映されたかを具体的に記載する。 
（２）「令和○年度政策評価等の実施状況及びこれらの結果の政策への反

映状況に関する報告」（政策評価法第 19 条に基づく国会報告）の個表「政

策評価結果の政策への反映状況調べ」に記載した内容と整合をとること。 
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総合目標に係る予算額等 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 
行政事業レビュー

に係る予算事業ID 

予算の 

状況 

当初予算 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円   

 
（項）○○○費 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円  

 

  （事項）○○○費 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

  

  

内 ○○○費用 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

 ○○○○○○ 

（項）○○○費 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円   

 
（事項）○○○費 

○○○千円 
（注２） 

○○○千円 
（注２） 

○○○千円 
（注２） 

 
行政事業レビ

ューの対象外 

補正予算 ○○○千円 ―    

繰 越 等 ○○○千円  Ｎ．Ａ． 

  

合  計 ○○○千円  Ｎ．Ａ．   

執 行 額 ○○○千円 

 

Ｎ．Ａ． 

  

（概要） 

 ・・・・・・・・・に係る経費等です。 
（注１）令和○年度「繰越等」、「執行額」等については、令和○年11月頃に確定するため、令和○年度実績評価書に掲載予定。 
（注２）・・・・・・・・・・・・ 

 

担当部局名 ○○局（○○課） 政策評価実施時期 令和○年６月（予定） 

 

評価対象年度の
前々年度から４か
年度分の予算額等
を記載する。 
なお、総合目標に

係る予算額等がな
い場合には、「上記
の総合目標に関連
する予算額等はあ
りません。」と記載
する。 

評価対象年度の予算額等を記載
する。 

事前分析表作成時点では、当初
予算の欄に、評価対象年度の当初
予算書（組織別事項別内訳）に記載
されている「令和○年度要求額」を
記載する。 

評価書作成時点では、補正予算
の欄に、補正予算書（組織別事項別
内訳）に記載されている「差引額」
（補正要求）を記載する。 

評価対象年度の翌年度の予算額
（当初予算、補正予算）を記載する。 
事前分析表作成時点ではグレー

網掛けとし、評価書作成時点で当初
予算及び補正予算の欄に、評価対象
年度の翌年度の当初予算書（組織別
事項別内訳）に記載されている「令
和○年度要求額」及び補正予算書
（組織別事項別内訳）に記載されて
いる「差引額」（補正要求）をそれ
ぞれ記載する。 

予算書の項の単位で記載する。 

実施要領参考２（「政策の目標」ごとの政
策所管課等及び各局課評価担当組織）に記
載されている政策所管課等を記載する。 

事前分析表作成時点では、政策評価実施予定時期を記
載し、末尾に「（予定）」と記載する。 

評価書作成時点では、実際に政策評価を実施した時期
を記載する。 

総合目標に係る予算（財務本
省共通費のみの総合目標を除
く。）に関する情報を記載する。 
当該年度予算額が前年度に

比べ大幅に増減している場合
は、その理由を記載する。 

予備費を使用している場合は、上記には含めず、注記に明示する。
また、一般会計と特別会計間の繰入れを計上している場合は、その旨
を注記に明示する。 

評価対象年度の「繰越等」、「合計」及び「執行額」については、「（注）
令和○年度「繰越等」、「執行額」等については、令和×年 11 月頃に
確定するため、令和×年度実績評価書に掲載予定。」と注記する。 

評価書作成時点でも実績
値等の記載が出来ないも
のは斜線を引く。 端数は切り捨て（「政策ごと

の決算との対応」の「支出済
歳出額」の計数と一致） 

他省庁への移替え額及び他
省庁からの移替え額は、「繰
越等」欄に記載する。 

当初予算書（組織別事項別内訳）に記

載されている「事項名」を記載する。 

行政事業レビューに対応する場合は
事業名に対応する費目を記載する。 

行政事業レビューに対応する場合
は、当該事業に対応する予算事業 ID
を記載する。なお、行政事業レビュー
に対応しない場合は、「行政事業レビ
ューの対象外」と記載する。 
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事前分析表兼実績評価書（政策目標）の様式 
（財務省 ○政○－○） 

 

政策目標の内容及び

目標設定の考え方  

 
上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 

 

 

 

 

関連する内閣の基本方針  

 

政策目標○－○についての評価結果 

政策目標についての評定  

評定の理由  

政策の分析 

（必要性・有効性・効率性等） 

 

 

 

 

（令和○年度行政事業レビュ－との関係） 

 

 

 

 
 

○ 政策目標○－○：  

別紙 18 
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施策  

取組内容  

 

定量的な測定指標 

 

 年度 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

目標値      

実績値      

 

（目標値の設定の根拠） 

 

 

目標の達成度  

目標の達成度の

判定理由 

 

 

定性的な測定指標 

  

 

（目標の内容） 

 

 

（目標の設定の根拠） 

 

 

目標の達成度  

実績及び 

目標の達成度の 

判定理由 

 

 

施策についての評定  

評定の理由 

 

－81－



 

今回廃止した測定指標と

その理由 
 

参考指標  

 

政○－○－１に係る参考情報 

 

 

 
 

参考指標１：・・・・・・・・・・・  
令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

      

      

（出所）・・・・・・・ 

（注）・・・・・・・・ 

（参考）・・・・・・・ 

 

 

 
 

参考指標２：・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 
 

評価結果の反映  

 

財務省政策評価懇談会に

おける外部有識者の意見  

 

政策評価を行う過程にお

いて使用した資料その他

の情報 
 

 

前年度の政策評価結果の

政策への反映状況  
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政策目標に係る予算額等 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 
行政事業レビュー

に係る予算事業ID 

予算の 

状況 

当初予算      

       

   
     

      

補正予算      

繰 越 等      

合  計      

執 行 額      

（概要） 

 

 

担当部局名  政策評価実施時期  
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事前分析表兼実績評価書（政策目標）の記載要領 
（財務省 ○政○－○） 

 

政策目標の内容及び

目標設定の考え方 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 
上記の「政策目標」を達成するための「施策」 

 

政○-○-１：・・・ 

政○-○-２：・・・ 

政○-○-３：・・・ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 政策目標○－○：・・・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

（令和○年○月一部変更） 

年度及び政策目標の

目標番号を記載する。 

目標番号及び目標

を記載する。 
政策評価の実施要領第１章１．⑵②に基づ

き、財務省設置法上の任務など、その政策

分野ごとの個別具体的な政策を目標として

記載する。中期の目標である総合目標との

区別のため、目標の表現が、総合目標にお

ける表現と重複しないよう留意する。 

施策番号及び施策名を記載する。なお、評価時には、ここで記載した

施策のほか、評価対象年度に発生したものを追加することができるが、

想定できるものは可能な限り記載する。 

別紙 19 

その政策目標を設定した意図、理由を明確かつ簡潔に記載する。記載

に当たっては、次の点に留意する。 
（１）いつまでに、何について、どのようなことを実現するのかとい

う観点からの記載に努める。下記の「関連する内閣の基本方針」

がある場合には、当該方針と財務省の取組の関係について代表的

なものを説明し、当該方針において目標年限及び目標値が設定さ

れている場合には、当該方針を踏まえた目標及び取組内容を記載

する。 
（２）中期の大きな目標である総合目標との区別を明確にするため、

取組の記述の表現が重複しないように努める。 
（３）東日本大震災等への対応に係る取組で計画期間内に実施予定の

ものについては、必ず記載する（当該取組内容は、実施計画に別

紙として財務省全体分を取りまとめて掲載する）。 

計画期間内に目標を

変更した場合には、変

更時期を記載する。 

・事前分析表作成時点では、水色の項目（グレー網掛け箇所を除く）のみを記載。 

・評価書作成時点に、若草色の項目及び事前分析表作成時点でグレー網掛け箇所

であった項目を記載（必要があれば、事前分析表作成時点で記載した内容を更新）。 
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関連する内閣の基本方針 

○「第○回国会 総理大臣施政方針演説」（令和○年○月○日） 

○「第○回国会 財務大臣財政演説」（令和○年○月○日） 

○「経済財政運営と改革の基本方針」（令和○年○月○日閣議決定） 

 

 

 
 

政策目標○－○についての評価結果 

政策目標についての評定  

評定の理由 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

政策の分析 

（必要性・有効性・効率性等） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和○年度行政事業レビュ－との関係） 

・ ○○○○（事業名を記載）（予算事業ＩＤ：○○） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

評価マニュアルに従い、評定を行い、「Ａ 相当程度進展あり」等と記載する。 

目標全体についての進捗の概略について記載した上で、評定基準

に従って評定を行ったことを下記のように記載する。 
「施策○－○－１の評定は「a 相当程度進展あり」、施策○－○－

２の評定は「a 相当程度進展あり」であるため、当該政策目標の

評定は、上記のとおり、「Ａ 相当程度進展あり」としました。」 

達成状況及びその理由を踏まえ、当該政策目標について、 
①必要性：法的根拠や政府全体の方針、社会的な要請等から、その政策を実施すること

が妥当であったか。 
②有効性：施策における取組が、政策目標の達成について、所期の効果を上げているか。 
③効率性：施策の実施に要した費用は妥当な範囲だったか。 

等の観点から分析する。 

外部有識者及び行政事業レビュー推進チームの

所見、当該所見に対する対応について記載する。 

その政策目標に関連する所信表明演説、施政方針演説、財政演説及び

重要な閣議決定などついて、その名称等を記載する。 

（関連する内閣の基本方針がない場合は、「該当なし」と記載する） 

 なお、事前分析表作成時は、原則として計画期間前の直近１年間の主

なものを記載し、計画期間中に新たに実施・策定等されたものは、評価

書作成時に追加するものとする。 

各目標に関連する行政事業

レビュー対象事業について、

事業名及び当該事業の予算

事業ＩＤを記載する。 
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施策 政○－○－１：・・・ 

取組内容 

・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定量的な測定指標 

 

[主要] 

政○-○-1-A-1：･･･ 

（単位：･･･） 

年度 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

目標値 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

実績値 ○○ ○○ ○○ Ｎ．Ａ．  

 

（注）令和○年度の実績値は、令和○年○月に確定し、令和○年度の実績評価書に記載します。 

（出所）「○○統計月報」（令和○年○月 ○○局○○課（https://.…） 

（目標値の設定の根拠） 

・・・・・・・・・・・・・・ 

 
 
 

施策番号及び施策名を記載する。 

施策ごとに、測定指標を一つ以上設定する。なお、設定した測定指標のうち施策ごとに一つ以上を「主

要なもの」とし、[主要]と付記する。 

記載に当たっては、次の点に留意する。 

①測定指標は可能な限り定量的測定指標の設定に努めることとするが、それが困難な場合は定性的測定指

標を設定する（両方を設定してもよい。）。 

②関連する内閣の基本的な方針で目標年限及び目標値が設定されている場合には、定量的測定指標として

設定する。 

③目標値については適切な値となっているか毎年度見直し、過去２～３年にわたり実績値が目標値を上回

っている測定指標については、目標値の引き上げや、役割を終えた測定指標の廃止、新たな測定指標を設

定する等の検討を行う。 

指標を設定した意図や

理由及び目標値の設定根

拠を具体的に記載する。 

表の理解に説明を要する場合は注記する。また、測定

指標に用いられる統計・データの出所を脚注に明示す

る。財務省ウェブサイトに掲載されているものについ

ては、ＵＲＬを付記する。（フォントサイズ 9pt） 

各施策の取組内容について、施策が目的の達成や課題の解決のた

めにどのような効果を発揮することを想定しているかという観点を

踏まえ、その概要を明確かつ簡潔に記載する。 

東日本大震災等への対応に係る取組で計画期間内に実施予定のも

のについては、必ず記載する（当該取組内容は、実施計画に別紙と

して財務省全体分を取りまとめて掲載する）。 

直近の実績値が未集計の場合は

「Ｎ．Ａ．」とした上で、確定時

期と公表方法について注記する。 

事前分析表作成時点

ではグレー網掛けと

し、評価書作成時点で

実績値を記載する。 
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目標の達成度 
 

 

目標の達成度の

判定理由 

・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

定量的な測定指標 

 

[主要] 

政○-○-1-A-2：･･･[新] 

（単位：･･･） 

年度 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

目標値 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

実績値 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

（注）△△に対する□□の割合。当該年を含めた過去５年間の平均値。 

（出所）○○局○○課調 

（目標値の設定の根拠） 

・・・・・・・・・・・・・・ 

 

目標の達成度  

目標の達成度の

判定理由 

・・・・・・・・・・ 

 

定性的な測定指標 

 政○-○-1-B-1：･･･ 

 

（目標の内容） 

・・・・・・・・・ 

 

（目標の設定の根拠） 

・・・・・・・・・ 

 
 
 
 
 

定性的な目標を記載する。目標設定の際は、可能な限り目標達成

度合いを判定する基準をあらかじめ具体的に明示する。 

目標を設定した意図や理由を具体的に記載する。 

具体的な取組の内容及び目標の達成度の判定理由を必要に応じて記載する。 

財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、ＵＲＬの記載に代え

る等により簡潔な記述に努める。 

新たに測定指標を設定した場合には、

当該指標の末尾に[新]と付記する。 

評価マニュアルに従い、達成度の判定を行い、「◯」や「×」等と記載する。 
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目標の達成度 
 

実績及び 

目標の達成度の 

判定理由 

・・・・・・・・・ 

 

施策についての評定 

 

評定の理由 

・・・・・・・・・ 

 

 

今回廃止した測定指標と

その理由 

（旧）測定指標政○-○-1-A-2：・・・・・・ 

（理由） 

 ・・・・・・・・・・・ 

参考指標 

○参考指標１ 「・・・」 

○参考指標２ 「・・・」 

 
 
 
 

定性的な目標の進捗状況及びその具体的な取組の内容を、可能な限り数

値的説明を用いて記載した上で、目標達成度の判定理由を記載する。施

策の実施状況を説明するため参考指標の数値を引用した場合は「（参考

指標○参照）」等と明示する。財務省ウェブサイトに掲載されている内

容については、ＵＲＬの記載に代える等により簡潔な記述に努める。 

実施計画に記載した「施策」単位で、当該施策の達成状況を

「５段階区分」の評語で記載する。 

評価対象年度における当該施策の進捗状況を簡潔に記載した上で、評定

基準に従って評定を行ったことを下記のように記載する。 
「以上のとおり、測定指標が「○」であるため、当該施策の評定は、上記

のとおり、「a 相当程度進展あり」としました。」 

測定指標を廃止した場合には、指

標名と廃止理由を記載する。 
（廃止指標がない場合は、「該当

なし」と記載する。） 

目標の達成度の判断材料とはしないが、その施策の実施状況を把握する

ための参考指標を設定する場合は、その名称を記載する（参考指標がない

場合は、「該当なし」と記載する）。なお、参考指標の設定に当たっては、

下記の点について検討する。 

① 参考指標のうち目標値を設定できるものについては、可能な限り測定

指標化を検討する。 

② 評価書の見やすさ、わかりやすさ等の観点から、施策の実施状況の把握

や、評価との関連性が薄い参考指標がある場合には、その廃止を検討する

とともに、同種の参考指標を設定している場合は統合を検討する。 

評価マニュアルに従い、達成度の判定を行い、「◯」「×」等と記載する。 
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政○－○－１に係る参考情報 
 

 

 

 

 

 

参考指標１：・・・・・・・・・・・                     （単位：件、億円）  
令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 

◯◯件数 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

◯◯額 ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ 

（出所）・・・・・・・ 

（注）・・・・・・・・ 

（参考）・・・・・・・ 

 
 

参考指標２：・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 
 

評価結果の反映 

 

 

財務省政策評価懇談会

における外部有識者の

意見 

 

 

政策評価を行う過程に

おいて使用した資料そ

の他の情報 

 

 

前年度の政策評価結果

の政策への反映状況 

  

 
 
 
 

フォント：ＭＳゴシック 11pt 行間 1行 

施策に係る参考情報があれば記載する。 

フォント：ＭＳ明朝 10.5pt 行間隔「固定値」行間 1行 

政策目標の見直しや今後の方向性などについて、ＰＤＣＡサイクルを意識

しつつ、以下の観点から記載することに留意。 
 ・具体的な改善案の提示 
 ・提示した改善策を今後の企画立案に反映させる取組の実施 

政策評価懇談会における外部有識者からの意見を記載する。 

評価に当たって使用した資料名を記載する（指標の出典等）。 

参考指標の番号と名称は「参考指標」の欄の記載に合わせる。 

財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、ＵＲ

Ｌの記載に代える等により簡潔な記述に努める。 

【見出し】 

フォント：ＭＳゴシック 11pt 行間 1行 

【出所・注・参考】 

フォント：ＭＳ 明朝 9pt 行間隔「固定値」12pt 

（１）政策評価法第11条に基づき記載するものであり、前年度の政策

評価書の「評価結果の反映」欄に記載した内容が、当該年度の政策等

へどのように反映されたかを具体的に記載する。 

（２）「令和○年度政策評価等の実施状況及びこれらの結果の政策への

反映状況に関する報告」（政策評価法第 19 条に基づく国会報告）の個

表「政策評価結果の政策への反映状況調べ」に記載した内容と整合を

とること。 
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政策目標に係る予算額等 令和○年度 ○年度 ○年度 ○年度 
行政事業レビュー

に係る予算事業ID 

予算の 

状況 

当初予算 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円   

 

（項）○○○費 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

  

  （事項）○○○費 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

  

  

内 ○○○費用 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円 

 ○○○○○○ 

（項）○○○費 ○○○千円 ○○○千円 ○○○千円   

  
（事項）○○○費 

○○○千円 
（注２） 

○○○千円 
（注２） 

○○○千円 
（注２） 

 
行政事業レビ

ューの対象外 

補正予算 ○○○千円 ―    

繰 越 等 ○○○千円  Ｎ．Ａ．  

 

合  計 ○○○千円  Ｎ．Ａ．   

執 行 額 ○○○千円 

 

Ｎ．Ａ． 

  

（概要） 

 ・・・・・・・・・に係る経費等です。 
（注１）令和○年度「繰越等」、「執行額」等については、令和○年11月頃に確定するため、令和○年度実績評価書に掲載予定。 
（注２）・・・・・・・・・・・・ 

 

担当部局名 ○○局（○○課）   政策評価実施時期 令和○年６月（予定） 

 
実施要領参考２（「政策の目標」ごとの政
策所管課等及び各局課評価担当組織）に記
載されている政策所管課等を記載する。 

事前分析表作成時点では、政策評価実施予定
時期を記載し、末尾に「（予定）」と記載する。 

評価書作成時点では、実際に政策評価を実施
した時期を記載する。 

評価対象年度の翌年度の予算額
（当初予算、補正予算）を記載する。 
事前分析表作成時点ではグレー

網掛けとし、評価書作成時点で当初
予算及び補正予算の欄に、評価対象
年度の翌年度の当初予算書（組織別
事項別内訳）に記載されている「令
和○年度要求額」及び補正予算書
（組織別事項別内訳）に記載されて
いる「差引額」（補正要求）をそれ
ぞれ記載する。 

行政事業レビューに対応する場合は
事業名に対応する費目を記載する。 

予算書の項の単位で記載する。 

当初予算書（組織別事項別内訳）に記
載されている「事項名」を記載する。 

他省庁への移替え額及び他省庁からの
移替え額は、「繰越等」欄に記載する。 

政策目標に係る予算（財務本
省共通費のみの政策目標を除
く。）に関する情報を記載する。 

当該年度予算額が前年度に比
べ大幅に増減している場合は、
その理由を記載する。 

評価対象年度の予算額等を記載す
る。 

事前分析表作成時点では、当初予
算の欄に、評価対象年度の当初予算
書（組織別事項別内訳）に記載され
ている「令和○年度要求額」を記載
する。 
評価書作成時点では、補正予算の

欄に、補正予算書（組織別事項別内
訳）に記載されている「差引額」（補
正要求）を記載する。 

評価対象年度の
前々年度から４か
年度分の予算額等
を記載する。 
なお、政策目標

に係る予算額等が
ない場合には、「上
記の政策目標に関
連する予算額等は
ありません。」と記
載する。 

行政事業レビューに対応する場合
は、当該事業に対応する予算事業 ID
を記載する。なお、行政事業レビュ
ーに対応しない場合は、「行政事業レ
ビューの対象外」と記載する。 

予備費を使用している場合は、上記には含めず、注記に明示する。
また、一般会計と特別会計間の繰入れを計上している場合は、その旨
を注記に明示する。 
評価対象年度の「繰越等」、「合計」及び「執行額」については、「（注）

令和○年度「繰越等」、「執行額」等については、令和×年 11 月頃に
確定するため、令和×年度実績評価書に掲載予定。」と注記する。 

評価書作成時点でも実績
値等の記載が出来ないも
のは斜線を引く。 

端数は切り捨て（「政策ごとの決算との対
応」の「支出済歳出額」の計数と一致） 
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評価マニュアル 

 

Ⅰ 総合目標 

 １．評価の指針 

総合目標は、財務省として、現在、どのようなテーマに取り組んでいるかを国民に

分かりやすく説明するとともに、その進捗状況の評価を行うための目標とし、目標設

定に当たっては、国民に分かりやすく説明するため訴求力のあるキーワード（例えば

「歳入・歳出両面において財政健全化に取り組む」というような文言）を用いなが

ら、内閣の基本的な方針等、財務省として、当面、重点的に取り組むべきテーマを盛

り込むよう努める。また、目標の記載上の表現は、可能な限り、政策目標の表現と重

複しないよう留意するものとする。 

 

このような設定方針を踏まえ、測定指標の達成状況に外部環境などの事情を含め

た総合的判断を行い、最終的に達成すべき目標の進捗状況について、財務省として

の現状認識を国民に説明する観点により、評価する。したがって、総合目標につい

ては、目標が最終的に達成された場合に「Ｓ 目標達成」と評価され得るものであ

り、その段階としては順調な進捗を示しているという場合には「Ａ 相当程度進展

あり」と評価する。 

 

 ２．定量的測定指標の達成状況の判定基準及び記載方法 

  ⑴ 目標値及び実績値並びに設定根拠の記載 

    その測定指標に係るテーマについての最終目標年限における最終目標値を

「目標値」とした上で、直近４年度分の実績値をモニターとして記載する。た

だし、測定指標の性格に応じて適切な変更を加えて差し支えない。 

    また、「目標値の設定の根拠」欄には、そのテーマの達成状況を測定するため

に当該測定指標の設定を妥当とした理由及び目標値の設定根拠を記載する。法

令や閣議決定等の根拠に基づく場合は、その内容を簡潔に記載する。 

    併せて、データの出所や必要な注記を記載する。 

  

  ⑵ 「目標の達成度」の判定及び記載 

    最終目標年限とそれ以外のもので区分した上で、「目標の達成度」欄に、次の要領

で達成度表示を記載する。 

（最終目標年限のもの） 

    イ 実績値が目標値以上（減数目標の場合は目標値以下）となった場合：「○」 

      最終目標達成の場合に「○」とする。 

 

       ロ 最終目標年限において、実績値が目標値未満であるが目標値との差が僅差で

あった場合：「△」 

僅差とは、原則として次のとおりとする。 

① 目標値が割合である場合：実績値と目標値と差が１％以下である場合 

② 目標値が件数等の数値である場合：実績値と目標値の差が、目標値の

１％以下である場合 

別紙 20 
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ただし、これにより難い場合は、測定指標の特性を踏まえ、実質的に目標値

に達していると考えられる水準を個別に定めて、判断する。 

 

    ハ 実績値が目標値未満（減数目標の場合は目標値超過）となった場合（上記ロ

に該当する場合を除く。）：「×」 

      ただし、やむを得ない事情による外観上の未達成の場合には、「○」とした上

で「目標値の設定の根拠」の下方に「達成度の判断基準」として事情を説明す

る方法も認められる。 

 

    二 評価書作成時点で実績値が集計できない場合：「－」 

      可能な限り、推計値等により暫定的な判定を行うこととし（その旨注記）、確

定値が判明した後、必要に応じて判定を変更する。総合目標の達成状況の評価

結果の変更となった場合には、変更について、集計後最初に開催する財務省政

策評価懇談会で意見を聴くこととする。評価結果の変更がない場合は、集計

後、速やかに、財務省ウェブサイトで公表している資料の修正を行うととも

に、次年度の政策評価書においてその数値を記載する。 

      暫定的な判定が不可能な場合には、評価書作成時には「－」と記載した上

で、集計後、必要に応じて、集計結果を基にした総合目標の達成状況の評価結

果を変更する。この場合には、変更について、集計後最初に開催する財務省政

策評価懇談会で意見を聴くこととする。評価結果の変更がない場合は、集計

後、速やかに、財務省ウェブサイトで公表している資料の修正を行うととも

に、次年度の政策評価書においてその数値を記載する。 

      なお、これらのものについては、評価書作成時点で集計可能な測定指標への

変更を検討するものとする。 

 

   （最終目標年限以外のもの） 

    イ 評価対象年度末時点において進捗が順調である場合：「□」 

      ただし、事前分析表において評価対象年度末時点の目標を明確に定めてお

り、実績値が目標値以上（減数目標の場合は目標値以下）となった場合に限

り、「○」とすることができる。 

 

    ロ 評価対象年度末時点において進捗が僅少もしくは前年度から全く進んでいな

い場合、又は目標値未満（減数目標の場合は目標値超過）の場合：「×」 

      ただし、やむを得ない事情による外観上の未達成の場合には、「□」とした上

で「目標値の設定の根拠」の下方に「達成度の判断基準」として事情を説明す

る方法も認められる。 

 

    ハ 評価書作成時点で実績値が集計できない場合：「－」 

      最終目標年限の「ニ 評価書作成時点で実績値が集計できない場合」に準じ

る。 

 

  ⑶ 目標の達成度の判定理由の記載 

    具体的な取組の内容及び目標の達成度の判定理由を必要に応じて記載する。 
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財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、ＵＲＬの記載に代え

る等により簡潔な記述に努める。 

 

 ３．定性的測定指標の達成状況の判定基準及び記載方法 

  ⑴ 目標の内容及び設定根拠の記載 

    原則として、そのテーマにおいて最終的に達成すべき内容をその測定指標の

「目標」とし、「目標の内容」欄に簡潔に記載する。 

    また、「目標の設定の根拠」欄には、そのテーマの達成状況を測定するために

当該測定指標の設定を妥当とした理由を記載する。法令や閣議決定等の根拠に

基づく場合は、その内容を簡潔に記載する。 

 

  ⑵ 「目標の達成度」の判定及び記載 

    最終目標年限とそれ以外のもので区分した上で、「目標の達成度」欄に、次の要領

で達成度表示を記載する。 

   （最終目標年限のもの） 

    原則として「○」又は「×」の表示に努め、「△」は例外的なものとする。 

    イ 目標を達成した場合：「○」 

      最終目標達成の場合に「○」とする。 

 

    ロ 最終目標年限において、目標に近い状況にはあるが、達成したとまでは言え

ない場合：「△」 

      例えば、「速やかな公表を行います」という目標を設定し、対象事案が10ある

ところ、例年事実発生後数日以内に処理してきたが、１件について事務多忙等

のために10日後の公表となったような場合、他の９件は問題なく、当該１件も

「速やかな」をわずかに遅れているといえる程度であり、その遅れで大きな支

障が発生したということもないのであれば、「×」ではなく「△」とする。 

 

    ハ 目標を達成しなかった場合（上記ロに該当する場合を除く。）：「×」 

 

（最終目標年限以外のもの） 

    イ 評価対象年度末時点において進捗が順調である場合：「□」 

      ただし、事前分析表において評価対象年度末時点の目標を明確に定めてお

り、目標を達成した場合に限り、「○」とすることができる。 

 

    ロ 評価対象年度末時点において進捗が僅少もしくは前年度から全く進んでいな

い場合、又は目標を達成しなかった場合：「×」 

 

  ⑶ 実績及び目標の達成度の判定理由の記載 

    定性的な目標の進捗状況及びその具体的な取組の内容を、可能な限り数値的

説明を用いて記載した上で、目標達成度の判定理由を記載する。テーマの実施

状況を説明するため参考指標の数値を引用した場合などは（参考指標○参照）
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と明示する。財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、ＵＲＬの

記載に代える等により簡潔な記述に努める。 

 

 ４．測定指標が主要なものであるか否かの表示 

   テーマごとに、測定指標を一つ以上設定し、設定した測定指標のうち一つ以上を

「主要なもの」とする。なお、総合目標においては、定性的な測定指標は全て「主要

なもの」とする。 

 

 ５．総合目標の評価方法 

  ⑴ テーマごとの評定 

    総合目標においては、施策の設定は行わないが、一つの総合目標に複数のテーマ

を盛り込んだ場合にはテーマごとに評定を行うこととする。 

       （注）例えば、令和５年度評価書の総合目標３は「適切な国債管理政策を実施す

る」、「財政投融資を適切に活用する」、「国有財産の有効活用を推進する」及び「国

庫金の適正な管理を行う」の４つのテーマが盛り込まれていることとなる（同書

「評定の理由」欄参照）。 

    その目標を構成するテーマごとに、対応する測定指標を踏まえた達成状況

（以下「テーマ評定」という。）を記載する（対応する測定指標の番号を明

記）。 

    テーマ評定は、総合目標自体に対するものと同じ５段階の評語で評定し、総

合目標自体についての評定と区別するため符号は小文字（ｓ＋、ｓ、ａ、ｂ、

ｃ）で表記する。 

    なお、テーマごとの評定にあっても測定指標の達成状況をベースとするが、

設定された測定指標の内容に応じ、中期的な評価を行う総合目標の趣旨に鑑

み、当該目標に係る外部環境などの事情を含めた総合的判断による場合もある

ものとする。 

    具体的には下記の基準による。 

    イ 「ｓ＋ 目標超過達成」 

     次の①及び②の要件をともに満たす場合にこの評定とする。 

     ① テーマに係る主要な測定指標の実績（値）に、目標（値）を大幅に上

回っているものがあること。 

      ａ 定量的測定指標の場合 

        「実績値が目標値の120％を超過している場合」には「大幅に上回っ

ている」ものとする。これにより難い場合には、その測定指標の特性

を踏まえ、目標値の達成を目指して標準的に事務を行った結果達する

程度を明らかに越える水準を個別に定めて、判断する。 

 

      ｂ  定性的測定指標の場合 
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        その測定指標の特性を踏まえ、目標値の達成を目指して標準的に事

務を行った結果達する程度を明らかに越える水準を考慮して判断す

る。 

 

      原則として上記に該当する測定指標が一つでもあれば「ｓ＋」に該当す

ることとなる（併せて下記②の要件を満たす場合）が、主要な測定指標が

多数ある中でこれに該当するものがごく一部であって全体として「ｓ 目標

達成」というべきものである場合又は測定指標以外に重要な考慮すべき事

情がある場合には、適切な理由を付して「ｓ 目標達成」と評定することが

できる。ただし、この場合、上記に該当する測定指標についての超過要因分

析は行う必要がある。 

 

     要件①については、その年度の進捗度合いではなく、最終目標を基準に判

断する。目標年度から大幅に前倒しして達成した場合（例えば５年間で達

成しようとしたものを３年で達成した場合など）も要件①に該当する。 

 

     ② テーマに係る測定指標の全てが「○」であること。 

 

     「ｓ＋」の評定に該当する場合には、次のような観点から、大幅に上回っ

た要因を分析する。なお、当然ながら、適切な範囲内での担当者の努力等に

よって超過達成となった場合には、肯定的な分析を行うこととする。 

     ・ 測定指標の特性に応じた適切な水準（定量的指標の場合）又は適切な

内容（定性的指標の場合）の目標が設定されていたか（目標が低すぎな

かったかなど）。 

     ・ 目標（値）達成に向けて過大な資源が投入されていないか。 

 

   ロ 「ｓ 目標達成」 

     次の①から③までに掲げる要件の全てを満たす場合にこの評定とする。 

     ① テーマに係る主要な測定指標の実績（値）に、目標（値）を大幅に上

回っているもの（上記イ①に準ずる）がない。 

 

     ② テーマに係る測定指標の全てが「○」である。 

 

     ③ 測定指標以外の事情として「ｓ 目標達成」と言い難い特段のネガテ

ィブな事情がない。 

       例えば、次のような場合に、「ｓ 目標達成」と言い難い特段のネガテ

ィブな事情があると判断されることが、あり得る。 

       一 測定指標の内容に含まれない部分で当該テーマを実現するに当た

って適切でない事情や不十分な事実があるような場合 
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       二 当該テーマに関するマクロ経済情勢などが好ましくない状況であ

って、そのテーマについて「ｓ 目標達成」とすることは財務省の

立場として問題があると判断されるような場合 

 

     ただし、そのテーマについての最終的な目標を達成した場合とすることに留意

する。当該年度末時点での進捗状況が想定どおりであったことをもって「ｓ 目

標達成」とはしない。 

 

   ハ 「ａ 相当程度進展あり」 

     次の①及び②の要件をともに満たす場合にこの評定とする。 

     ① テーマに係る主要な測定指標が全て「○」、「□」又は「△」である。 

       目安としては、そのテーマについての評価対象年度末時点での進捗状

況が、概ね想定どおりのレベルかこれに近い状態にある場合とする。 

 

② テーマに係る測定指標に一つでも「□」、「△」又は「×」があるか、全て

の測定指標が「○」で上記ロ③の事情がある又はただし書きに該当する。 

 

     測定指標以外の事情として「ａ 相当程度進展あり」と言い難い特段のネガテ

ィブな事情がある場合には、適切な理由を付して「ｂ 進展が大きくない」と評

定することができる（上記②に該当する以上「ｓ 目標達成」とは評定できな

い。）。 

 

    ニ 「ｂ 進展が大きくない」 

     次の①及び②の要件をともに満たす場合にこの評定とする。 

          ① テーマに係る主要な測定指標に一つでも「×」があること。 

 

     ② 下記ホに該当しないこと。 

 

     測定指標以外の事情として「ｂ 進展が大きくない」と言い難い特段のネ

ガティブな事情がある場合には、適切な理由を付して「ｃ 目標に向かって

いない」と評定することができる（主要な測定指標に「×」がある以上「ａ 

相当程度進展あり」とは評定できない。）。 

 

   ホ 「ｃ 目標に向かっていない」 

     主要な測定指標の実績（値）（その施策に係る主要な測定指標が複数ある場

合には、その半数以上のもの）が、目標（値）から大きく乖離している場合

に、この評定とする。 

     「大きく乖離している場合」とは、そのテーマについての評価対象年度末

時点での進捗状況が、前年度から全く進んでいないなど、もはや当該目標を
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そのまま維持することは適当ではなく、廃止又は抜本的に見直さざるを得な

いような場合が考えられる。 

     なお、これに該当する場合には、目標に向かっていないこととなった要因

を分析する。また、そのテーマについて、その抜本的な見直しを含めた対応

を検討することとし、遅くとも、次回実施計画にはその検討結果を反映させ

る。 

 

  ⑵ 「総合目標」についての評定 

総合目標についての評定においては、その特性に鑑み、上記⑴のとおり中期的

視点から見た判断を行うが、このような判断はテーマごとの評定において行い、

当該総合目標全体についての評定においては、政策目標の場合と同様、テーマご

との評定の結果との論理的な整合を図るものとする（テーマごとの評定を行わな

い場合には、当該総合目標全体についての評定を上記⑴の方法で実施する。）。 

テーマごとの評定を総合して、政策目標全体の達成状況を評定する。 

具体的には下記の基準による。 

 

イ 「Ｓ＋ 目標超過達成」 

テーマ評定が「ｓ＋ 目標超過達成」又は「ｓ 目標達成」であり、か 

つ、一つ以上のテーマ評定が「ｓ＋ 目標超過達成」である場合。 

 

      例 テーマ１ ｓ 目標達成 

        テーマ２ ｓ 目標達成 

        テーマ３ ｓ＋ 目標超過達成 

 

ただし、「ｓ＋ 目標超過達成」とされたテーマが一部にとどまり、かつ、

他のテーマの重要性が高いような場合には、「評定の理由」欄で適切な理由を

付した上で「Ｓ 目標達成」とすることができる。 

 

ロ 「Ｓ 目標達成」 

     テーマ評定が全て「ｓ 目標達成」である場合。 

 

      例 テーマ１ ｓ 目標達成 

        テーマ２ ｓ 目標達成 

        テーマ３ ｓ 目標達成 

 

ハ 「Ａ 相当程度進展あり」 

テーマ評定が全て「ａ 相当程度進展あり」である場合又は「ｓ 目標 

達成」と「ａ 相当程度進展あり」である場合。 
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      例１ テーマ１ ａ 相当程度進展あり 

         テーマ２ ａ 相当程度進展あり 

         テーマ３ ａ 相当程度進展あり 

 

      例２ テーマ１ ｓ 目標達成 

         テーマ２ ａ 相当程度進展あり 

         テーマ３ ｓ 目標達成 

 

ニ 「Ｂ 進展が大きくない」 

テーマ評定の中に「ｂ 進展が大きくない」があり、かつ、「ｃ 目標に向か

っていない」がない場合。 

       

      例１ テーマ１ ｓ 目標達成 

         テーマ２ ｓ 目標達成 

         テーマ３ ｂ 進展が大きくない 

 

      例２ テーマ１ ａ 相当程度進展あり 

         テーマ２ ａ 相当程度進展あり 

         テーマ３ ｂ 進展が大きくない 

 

ただし、「ｂ 進展が大きくない」とされた施策が一部にとどまり、かつ、 

他のテーマの重要性が高いような場合には、「評定の理由」欄で適切な理由を付

した上で「Ａ 相当程度進展あり」とすることができる。 

 

ホ 「Ｃ 目標に向かっていない」 

     テーマ評定の中に「ｃ 目標に向かっていない」がある場合。 

 

      例１ テーマ１ ｓ 目標達成 

         テーマ２ ｓ 目標達成 

         テーマ３ ｃ 目標に向かっていない 

 

      例２ テーマ１ ａ 相当程度進展あり 

         テーマ２ ａ 相当程度進展あり 

         テーマ３ ｃ 目標に向かっていない 

 

ただし、「ｃ 目標に向かっていない」 とされたテーマが一部にとどまり、

かつ、他のテーマの重要性が高いような場合には、「評定の理由」欄で適切な理

由を付した上で「Ｂ 進展が大きくない」とすることができる。 

なお、「総合目標」が「Ｃ 目標に向かっていない」と評定される場合には、

目標に向かっていないこととなった要因を分析する。また、当該「総合目標」に
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ついて、その抜本的な見直しを含めた対応を検討することとし、遅くとも、次回

実施計画にはその検討結果を反映させる。 

 

  ⑶ 「政策の分析」の記載方法 

    「評定の理由」を踏まえ、当該総合目標に係る政策について、必要性、有効性、

効率性、その他政策の特性に応じ公平性、優先性の観点から、分析する。 

記載に当たっては、最終的に達成すべき目標と評価対象年度末の進捗状況との関

係を踏まえたものとするよう留意する。 

    イ 必要性の観点 

     ・ 法的根拠や政府全体の方針、社会的な要請等から、その政策を実施するこ

とが妥当であるか。 

     ・ 行政関与の在り方は妥当か（行政が担う必要があるか）。 等 

 

 

    ロ 有効性の観点 

     ・ テーマについて、想定された効果が上がっているか。 

     ・ 年度の途中で状況の変化があった場合に、適切に対応できたか。 等   

 

    ハ 効率性の観点 

     ・ テーマの実施に要した費用は妥当な範囲だったか。 

     ・ ＩＴの活用等効率化や簡素化に取り組んでいるか。  

 

二 公平性の観点 

・ テーマの目的に照らした政策の効果の受益や費用の負担の帰属先の設定を

行い、これらが公平に分配されているか。 

・ 実際に設定どおりの帰属先に分配されているか。 等 

 

ホ 優先性の観点 

・ 上記の４つの観点からの評価を踏まえ、財務省の他の政策よりも優先すべ

きものであるか。 等 

 

Ⅱ 政策目標 

 １．評価の指針 

     政策目標は個別具体的な政策についての目標とし、当該年度において、当初設

定した年度末時点の目標を達成したかどうかの検証を中心とした、具体的な実績

の評価を行う。 

   政策評価は、評価すること自体が最終目標なのではなく、ＰＤＣＡサイクルの

一環として、課題を明らかにして改善を図り、より良い形での政策実現につなげ

るために行うものであるとの認識の下、可能な限り測定指標の達成度を基礎と

し、目標を達成したといえる場合には「Ｓ」又は「Ｓ＋」にするとともに、主要
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な測定指標が×になるなど目標に大きく届かなかった場合には「Ｂ」又は「Ｃ」

とすることで、メリハリのある評定に努めることとする。 

 

 ２．定量的測定指標の達成状況の判定基準及び記載方法 

  ⑴ 目標値及び実績値並びに設定根拠の記載 

    様式に従って各年度分の目標値及び実績値を記載する。 

    また、「目標値の設定の根拠」欄には、その施策の達成状況を測定するために

当該測定指標の設定を妥当とした理由及び評価対象年度の目標値の設定根拠を

記載する。法令や閣議決定等の根拠に基づく場合は、その内容を簡潔に記載す

る。 

    併せて、データの出所や必要な注記を記載する。 

 

  ⑵ 「目標の達成度」の判定及び記載 

    「目標の達成度」欄に、次の要領で達成度表示を記載する。 

    イ 実績値が目標値以上（減数目標の場合は目標値以下）となった場合：「○」 

 

       ロ 実績値が目標値未満であるが目標値との差が僅差であった場合：「△」 

僅差とは、原則として次のとおりとする。 

① 目標値が割合である場合：実績値と目標値と差が１％以下である場合 

② 目標値が件数等の数値である場合：実績値と目標値の差が、目標値の１％

以下である場合 

ただし、これにより難い場合は、測定指標の特性を踏まえ、実質的に目標値

に達していると考えられる水準を個別に定めて、判断する。 

 

    ハ 実績値が目標値未満（減数目標の場合は目標値超過）となった場合（上記ロ

に該当する場合を除く。）：「×」 

      ただし、やむを得ない事情による外観上の未達成の場合には、○とした上で

「目標値の設定の根拠」の下方に「達成度の判断基準」として事情を説明する

方法も認められる。 

 

    ニ 評価書作成時点で実績値が集計できない場合：「－」 

      可能な限り、推計値等により暫定的な判定を行うこととし（その旨注記）、確

定値が判明した後、必要に応じて判定を変更する。政策目標の達成状況の評価

結果の変更となった場合には、変更について、集計後最初に開催する財務省政

策評価懇談会で意見を聴くこととする。評価結果の変更がない場合は、集計

後、速やかに、財務省ウェブサイトで公表している資料の修正を行うととも

に、次年度の政策評価書においてその数値を記載する。 

      暫定的な判定が不可能な場合には、評価書作成時には「－」と記載した上

で、集計後、必要に応じて、集計結果を基にした政策目標の達成状況の評価結

果を変更する。この場合には、変更について、集計後最初に開催する財務省政

策評価懇談会で意見を聴くこととする。評価結果の変更がない場合は、集計
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後、速やかに、財務省ウェブサイトで公表している資料の修正を行うととも

に、次年度の政策評価書においてその数値を記載する。 

      なお、これらのものについては、評価書作成時点で集計可能な測定指標への

変更を検討するものとする。 

 

  ⑶ 目標の達成度の判定理由の記載 

    具体的な取組の内容及び目標の達成度の判定理由を必要に応じて記載する。 

財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、ＵＲＬの記載に代え

る等により簡潔な記述に努める。 

    

 ３．定性的測定指標の達成状況の判定基準及び記載方法 

  ⑴ 目標の内容及び設定根拠の記載 

    様式に従って目標の内容を記載する。 

    また、「目標の設定の根拠」欄には、その施策の達成状況を測定するために当

該測定指標の設定を妥当とした理由を記載する。法令や閣議決定等の根拠に基

づく場合は、その内容を簡潔に記載する。 

 

  ⑵ 「目標の達成度」の判定及び記載 

    「目標の達成度」欄に、次の要領で達成度表示を記載する。 

    原則として「○」又は「×」の表示に努め、「△」は例外的なものとする。 

    イ 目標を達成した場合：「○」 

 

    ロ 目標に近い状況にはあるが、達成したとまでは言えない場合：「△」 

      例えば、「速やかな公表を行います」という目標を設定し、対象事案が10

あるところ、例年事実発生後数日以内に処理してきたが、１件について事

務多忙等のために10日後の公表となったような場合、他の９件は問題な

く、当該１件も「速やかな」をわずかに遅れているといえる程度であり、

その遅れで大きな支障が発生したということもないのであれば、「×」では

なく「△」とする。 

 

    ハ 目標を達成しなかった場合（上記ロに該当する場合を除く。）：「×」 

 

  ⑶ 実績及び目標の達成度の判定理由の記載 

    定性的な目標の進捗状況及びその具体的な取組の内容を、可能な限り数値的

説明を用いて記載した上で、目標達成度の判定理由を記載する。施策の実施状

況を説明するため参考指標の数値を引用した場合などは（参考指標○参照）と

明示する。財務省ウェブサイトに掲載されている内容については、ＵＲＬの記

載に代える等により簡潔な記述に努める。 

 

 ４．測定指標が主要なものであるか否かの表示 
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   実施計画において、原則として、設定した施策ごとに、定性的な測定指標と定

量的な測定指標のうち一つ以上のものを「主要なもの」として表示する。 

   「主要なもの」の意義について各府省共通の基準はないが、その「目標」の達

成状況そのものを示すものなど、その測定指標が達成できたかどうかがその目標

が達成されたかどうかに深く関係するものがこれに当たるものと考えられる。 

（注）「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」において、目標の達

成度状況の判断においては「主要な」測定指標の目標(値)達成度の状況を考慮

することとされており、これを踏まえた下記５の基準においても同様の考えに

よることから、設定された測定指標が「主要なもの」に当たるかどうかが重要

である。 

 

 ５．政策目標の評価方法 

  ⑴ 施策についての評定 

    実施計画に記載した施策及びその他その目標の遂行のために行った施策で特

に記載を要するものごとに、対応する測定指標を踏まえた達成状況（以下「施

策評定」という。）を記載する（対応する測定指標の番号を明記）。 

    施策評定は、政策目標全体に対するものと同じ５段階の評語で評定し、政策

目標の全体の評定と区別するため符号は小文字（ｓ＋、ｓ、ａ、ｂ、ｃ）で表

記する。 

   具体的には下記の基準による。 

    イ 「ｓ＋ 目標超過達成」 

     次の①及び②の要件をともに満たす場合にこの評定とする。 

     ① 施策に係る主要な測定指標の実績（値）に、目標（値）を大幅に上回

っているものがあること。 

      ａ 定量的測定指標の場合 

        「実績値が目標値の120％を超過している場合」には「大幅に上回っ

ている」ものとする。これにより難い場合には、その測定指標の特性

を踏まえ、目標値の達成を目指して標準的に事務を行った結果達する

程度を明らかに越える水準を個別に定めて、判断する。 

 

      ｂ  定性的測定指標の場合 

        その測定指標の特性を踏まえ、目標値の達成を目指して標準的に事

務を行った結果達する程度を明らかに越える水準を考慮して判断す

る。 

 

      原則として上記に該当する測定指標が一つでもあれば「ｓ＋」に該当するこ

ととなる（併せて下記②の要件を満たす場合）が、主要な測定指標が多数ある

中でこれに該当するものがごく一部であって全体として「ｓ 目標達成」とい

うべきものである場合又は測定指標以外に重要な考慮すべき事情がある場合に
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は、適切な理由を付して「ｓ 目標達成」と評定することができる。ただし、

この場合、上記に該当する測定指標についての超過要因分析は行う必要があ

る。 

 

     ② 施策に係る測定指標の全てが「○」であること。 

       「ｓ＋」の評定に該当する場合には、次のような観点から、大幅に上

回った要因を分析する。なお、当然ながら、適切な範囲内での担当者の

努力等によって超過達成となった場合には、肯定的な分析を行うことと

する。 

      ・ 測定指標の特性に応じた適切な水準（定量的指標の場合）又は適切

な内容（定性的指標の場合）の目標が設定されていたか（目標が低す

ぎなかったかなど）。 

      ・ 目標（値）達成に向けて過大な資源が投入されていないか。 

 

   ロ 「ｓ 目標達成」 

     次の①から③までに掲げる要件の全てを満たす場合にこの評定とする。 

     ① 施策に係る主要な測定指標の実績（値）に、目標（値）を大幅に上回

っているもの（上記イ①に準ずる）がない。 

 

     ② 施策に係る測定指標の全てが「○」である。 

 

     ③ 測定指標以外の事情として「ｓ 目標達成」と言い難い特段のネガテ

ィブな事情がない。 

       例えば、次のような場合に、「ｓ 目標達成」と言い難い特段のネガテ

ィブな事情があると判断されることが、あり得る。 

       一 測定指標の内容に含まれない部分で当該施策を実現するに当たっ

て適切でない事情や不十分な事実があるような場合 

       二 当該施策に関するマクロ経済情勢などが好ましくない状況であっ

て、その施策について「ｓ 目標達成」とすることは財務省の立場

として問題があると判断されるような場合 

 

   ハ 「ａ 相当程度進展あり」 

     次の①及び②の要件をともに満たす場合にこの評定とする。 

     ① 施策に係る主要な測定指標が全て「○」又は「△」である。 

 

② 施策に係る測定指標に一つでも「△」又は「×」があるか、全ての測

定指標が「○」で上記ロ③の事情がある。 
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     測定指標以外の事情として「ａ 相当程度進展あり」と言い難い特段のネ

ガティブな事情がある場合には、適切な理由を付して「ｂ 進展が大きくな

い」と評定することができるものとする（上記②に該当する以上「ｓ 目標

達成」とは評定できない。）。 

 

   ニ 「ｂ 進展が大きくない」 

     次の①及び②の要件をともに満たす場合にこの評定とする。 

① 施策に係る主要な測定指標に一つでも「×」があること。 

 

② 下記ホに該当しないこと。 

 

     測定指標以外の事情として「ｂ 進展が大きくない」と言い難い特段のネ

ガティブな事情がある場合には、適切な理由を付して「ｃ 目標に向かって

いない」と評定することができる（主要な測定指標に「×」がある以上「ａ 

相当程度進展あり」とは評定できない。）。 

 

   ホ 「ｃ 目標に向かっていない」 

     主要な測定指標の実績（値）（その施策に係る主要な測定指標が複数ある場

合には、その半数以上のもの）が、目標（値）から大きく乖離している場合

に、この評定とする。 

     「目標（値）から大きく乖離している場合」とは、「現在実施している事務

の方向性の中での一般的な改善（例えば事務処理の手順を工夫すること等）

では、目標としている状態（目標値）を実現することが困難な状態にあるこ

と」とし、例えば、①実績値が目標値の50％を下回っている場合、②当該年

度を含めて３年連続して「×」が継続し、かつ、継続して悪化の傾向にある

場合というような場合などが考えられる。 

     なお、これに該当する場合には、目標に向かっていないこととなった要因

を分析する。また、当該施策について、その抜本的な見直しを含めた対応を

検討することとし、遅くとも、次回実施計画にはその検討結果を反映させ

る。 

 

  ⑵ 「政策目標」についての評価（「目標達成状況」の判断方法） 

    施策ごとの評定を総合して、政策目標全体の達成状況を評定する。 

    具体的には下記の基準による。 

     イ 「Ｓ＋ 目標超過達成」 

      施策評定が「ｓ＋ 目標超過達成」又は「ｓ 目標達成」であり、かつ、一

つ以上の施策評定が「ｓ＋目標超過達成」である場合。 

 

      例 施策１ ｓ 目標達成 
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        施策２ ｓ 目標達成 

        施策３ ｓ＋ 目標超過達成 

 

      ただし、「ｓ＋ 目標超過達成」とされた施策が一部にとどまり、かつ、

他の施策の重要性が高いような場合には、「評定の理由」欄で適切な理由を

付した上で「Ｓ 目標達成」とすることができる。 

 

 ロ 「Ｓ 目標達成」 

      施策評定が全て「ｓ 目標達成」である場合。 

 

      例 施策１ ｓ 目標達成 

        施策２ ｓ 目標達成 

        施策３ ｓ 目標達成 

 

    ハ 「Ａ 相当程度進展あり」 

      施策評定が全て「ａ 相当程度進展あり」である場合又は「ｓ 目標達

成」と「ａ 相当程度進展あり」である場合。 

       

      例１ 施策１ ａ 相当程度進展あり 

         施策２ ａ 相当程度進展あり 

         施策３ ａ 相当程度進展あり 

 

      例２ 施策１ ｓ 目標達成 

         施策２ ａ 相当程度進展あり 

         施策３ ｓ 目標達成 

 

    ニ 「Ｂ 進展が大きくない」 

      施策評定の中に「ｂ 進展が大きくない」があり、かつ、「ｃ 目標に向かっ

ていない」がない場合。 

 

      例１ 施策１ ｓ 目標達成 

         施策２ ｓ 目標達成 

         施策３ ｂ 進展が大きくない 

 

      例２ 施策１ ａ 相当程度進展あり 

         施策２ ａ 相当程度進展あり 

         施策３ ｂ 進展が大きくない 
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ただし、「ｂ 進展が大きくない」とされた施策が一部にとどまり、かつ、他

の施策の重要性が高いような場合には、「評定の理由」欄で適切な理由を付した

上で「Ａ 相当程度進展あり」とすることができる。 

 

    ホ 「Ｃ 目標に向かっていない」 

      施策評定の中に「ｃ 目標に向かっていない」がある場合。 

 

例１  施策１ ｓ 目標達成 

施策２ ｓ 目標達成 

          施策３ ｃ 目標に向かっていない 

 

例２  施策１ ａ 相当程度進展あり 

          施策２ ａ 相当程度進展あり 

          施策３ ｃ 目標に向かっていない 

 

      ただし、「ｃ 目標に向かっていない」とされた施策が一部にとどまり、か

つ、他の施策の重要性が高いような場合には、「評定の理由」欄で適切な理由を

付した上で「Ｂ 進展が大きくない」とすることができる。 

      なお、これに該当する場合には、目標に向かっていないこととなった要因を

分析する。また、当該「政策目標」について、その抜本的な見直しを含めた対

応を検討することとし、遅くとも、次回実施計画にはその検討結果を反映させ

る。 

 

なお、国税庁の実績評価における上位目標の評定は、下位目標の評定結果を踏ま

え、上記イ～ホと同様に行うものとする。 

 

  ⑶ 「政策の分析」の記載方法 

    「評定の理由」を踏まえ、当該政策目標に係る政策について、必要性、有効性、

効率性その他政策の特性に応じ公平性、優先性の観点から、分析する。 

   イ 必要性の観点 

     ・ 法的根拠や政府全体の方針、社会的な要請等から、その政策を実施す

ることが妥当であったか。 

     ・ 行政関与の在り方は妥当か（行政が担う必要があるか）。 

     ・ 政策目標と施策の関係が目的と手段として明確に関連付けられている

か。等     

 

ロ 有効性の観点 

     ・ 施策が、政策目標の達成について、所期の効果を上げているか。 

     ・ 年度の途中で状況の変化があった場合に、適切に対応できたか。 等   

 

ハ 効率性の観点 

     ・ 施策の実施に要した費用は妥当な範囲だったか。 
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     ・ ＩＴの活用等効率化や簡素化に取り組んでいるか。 等 

 

二 公平性の観点 

     ・ 政策の目的に照らした施策の効果の受益や費用の負担の帰属先の設定を行

い、これらが公平に分配されているか。 

・ 実際に設定どおりの帰属先に分配されているか。 等 

 

ホ 優先性の観点 

     ・ 上記の４つの観点からの評価を踏まえ、財務省の他の施策よりも優先すべ

きものであるか。 等 

 

以上 
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（参考）評定の区分及び各評定の意義 

 

評  定 

評定の意義 

総合目標 
政策目標 

最終目標年限 最終目標年限以外 

Ｓ＋ 目標超過達成 

目標を大幅に上回っ

て達成。過大な資源

投入がないか検証。 

― 

所期の目標を大幅に上

回って達成。過大な資

源投入がないか検証。 

Ｓ 目標達成 

予定どおり目標を達

成。財務省ではその

テーマの遂行に成功

したと認識。 

― 

当該年度は、その政策

は適切に実施され、目

標を達成した。 

Ａ 相当程度進展あり 

所期の目標を完全に

は達成しなかった

が、概ね順調に進捗

した。 

最終目標年度前であ

るため未達成だが、

時期に応じた適切な

進捗となっている。 

所期の目標を完全には

達成しなかったが、概

ね順調に政策を実施。 

Ｂ 進展が大きくない 進捗状況が十分ではない。 

所期の目標を達成でき

ず、一定の改善すべき

課題がある。 

Ｃ 目標に向かっていない 

進捗が悪く、目標そ

のものの改廃又はそ

の実施手段の抜本的

な見直しを要する。 

進捗が悪く、最終目

標年度に達成が見込

めない等、目標その

ものの改廃又はその

実施手段の抜本的な

見直しを要する。 

大きな課題があり、目

標そのものの改廃又は

その実施手段の抜本的

な見直しを要する。 
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成 果 重 視 事 業 の 評 価 書 の 様 式 
 

成果重視事業 

の名称 
成果重視事業の名称を記載する。 

関連する 

「政策の目標」 
成果重視事業が関連する「政策の目標」を記載する。 

政策所管課等 「政策の目標」に係る政策所管課等を全て記載する。 

成果重視事業 

の概要 
成果重視事業の概要を記載する。 

目標期間 成果重視事業として設定する期間を記載する。 

目 標 達成しようとする目標を具体的に記載する。 

目標設定の考え方 上記目標を設定した意図・理由を記載する。 

目標達成度合 

の判定方法 
上記目標の達成・未達成の判定方法を記載する。 

目標の達成状況 
上記目標の達成・未達成の別及び実績値を具体的に記載する。 

（目標が未達成の場合は、原因分析についても記載する。） 

予算額等 

成果重視事業に係る予算額等を記載する。 

（単位：百万円）  

 
 

年 度 令和○年度 令和○年度 令和○年度 

予 算 額    
支 出 済 額    
翌年度繰越額    

弾 力 化 措 置    
 繰 越 明 許 費    

国庫債務負担行為    
目 の 大 括 り 化    

予算執行の効率化・ 

弾力化による効果 

 

予算執行の効率化・弾力化による効果（利便性）が、どのように発現したかを

記載する。 

 

 

今後の方向性 

 

 

評価結果を踏まえた今後の方向性を記載する。 

（目標が未達成の場合は、改善方策についても記載する。） 
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【様式３】                            

規制の事後評価書の様式 

 

法 令 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜行政費用の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

別紙 22 

－110－



※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■その他の負担 

  ・ 

 

３ 考察 
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・  

 

－112－



 

 

【様式３】                            

規制の事後評価書の記載要領 

 

法 令 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

※ 事前評価書に対する各方面からの主な指摘事項への対応も含めて検討した結果を記載してください。 

※ 総務省への通知及び公表の際には、事前評価書を添付してください。 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

※ 複数の規制がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

※ 「そのまま継続」の場合以外で、法律又は政令の改正を要する場合は、別途、事前評価が必要 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜行政費用の概況＞ 

□おおむね想定どおり 
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□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

①●●●の事故等の 

未然防止効果 

事前評価時 

届出事業者数●者（一部事業者で事故等が発生した際に、同様の事

故等の発生を未然に防止するために、全事業者に対して指導・助

言・情報提供等が可能となること自体が目的・効果） 

事後評価時 届出事業者数●者 

②●●●の抑制効果 

 

事前評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

事後評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

注 1）●●●効果の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●効果については、事前評価時には想定しなかった効果であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「届出事業者数」は、規制導入５年後時点の届出事業者の総数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった効果については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

効果である場合は、その旨を注書きに記載 

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請手続に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●

円 

事後評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●

円 

②手数料、物品購入、設備 事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 
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投資などに要する費用 事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書作成、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった遵守費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

遵守費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 緩和・廃止のみの場合は本欄は記載不要 

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請処理に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

事後評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

②物品購入、設備投資など 

に要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書確認、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった行政費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 

※ 事前評価時に定量化できなかった費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 新設・改廃のみの場合は、本欄は記載不要 

 

■その他の負担 

  ・ 
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３ 考察 

 

・ 事前評価書に対しては、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の対応を採っている。 

一方、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の理由から特段の対応は採っていない。 

・ 事前評価時の推計値と実績値の状況に関し、●●●に関する指標については、●●●の理由から●●●が

生じたため差異があるが、●●●の理由から対応の変更は不要である。 

一方、●●●に関する指標に関しては、●●●の理由から●●●が生じたため差異があり、対応の変更の

検討が必要となる。このため、今後、●●●について検討する必要がある。 

・ 結論として、●●●に関する規制については、●●●など事前評価時の判断に影響を及ぼす差異が生じて

おり、規制内容の変更以外の対応では対処できないと想定されることから、今後、規制の（拡充 or緩和 or

廃止）を検討する。具体の内容については、関連法律・政令の一部改正案に係る事前評価書の中で明らかに

する。 

 

※ ①国会審議での指摘、②パブリックコメントでの指摘、③政策評価に関する国民からの意見・要望を受け

付けるための窓口に寄せられた指摘、④総務省行政評価局による事前評価書の点検での指摘などについて対

応の要否を検討した場合は、指摘内容と検討結果を記載 
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【様式４―①】                            

規制の事後評価書（簡素化 A）の様式 

 

法 令 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜行政費用の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 
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※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  
 

 

３ 考察 

 

・  
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【様式４―②】                            

規制の事後評価書（簡素化 B）の様式 

 

法 令 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜行政費用の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 
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※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■その他の負担 

  ・ 

 

３ 考察 
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・  

 

－121－



 

 

【様式４―③】                            

規制の事後評価書（簡素化 C）の様式 

 

法 令 の 名 称：                        

規 制 の 名 称：                        

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         

  担 当 部 局：                        

  評 価 実 施 時 期：                        

 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜行政費用の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 
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※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

 

■その他の負担 

  ・ 

 

３ 考察 
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・  
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【様式４―①】                            

規制の事後評価書（簡素化 A）の記載要領 

 

法 令 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

※ 事前評価書に対する各方面からの主な指摘事項への対応も含めて検討した結果を記載してください。 

※ 総務省への通知及び公表の際には、事前評価書を添付してください。 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

※ 複数の規制がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

※ 「そのまま継続」の場合以外で、法律又は政令の改正を要する場合は、別途、事前評価が必要 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

※ 緩和・廃止のみの場合は本欄は記載不要 

 

＜行政費用の概況＞ 
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□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

※ 新設・拡充のみの場合は本欄は記載不要 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

①●●●の事故等の 

未然防止効果 

事前評価時 

届出事業者数●者（一部事業者で事故等が発生した際に、同様の事

故等の発生を未然に防止するために、全事業者に対して指導・助

言・情報提供等が可能となること自体が目的・効果） 

事後評価時 届出事業者数●者 

②●●●の抑制効果 

 

事前評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

事後評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

注 1）●●●効果の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●効果については、事前評価時には想定しなかった効果であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「届出事業者数」は、規制導入５年後時点の届出事業者の総数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった効果については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

効果である場合は、その旨を注書きに記載 

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請手続に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●

円 

事後評価時 年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●
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円 

②手数料、物品購入、設備 

投資などに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書作成、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった遵守費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

遵守費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 緩和・廃止のみの場合は本欄は記載不要 

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請処理に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

事後評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

②物品購入、設備投資など 

に要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書確認、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった行政費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 

※ 事前評価時に定量化できなかった費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 新設・改廃のみの場合は本欄は記載不要 
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３ 考察 

 

・ 事前評価書に対しては、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の対応を採っている。 

一方、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の理由から特段の対応は採っていない。 

・ 事前評価時の推計値と実績値の状況に関し、●●●に関する指標については、●●●の理由から●●●が

生じたため差異があるが、●●●の理由から対応の変更は不要である。 

一方、●●●に関する指標に関しては、●●●の理由から●●●が生じたため差異があり、対応の変更の

検討が必要となる。このため、今後、●●●について検討する必要がある。 

・ 結論として、●●●に関する規制については、●●●など事前評価時の判断に影響を及ぼす差異が生じて

おり、規制内容の変更以外の対応では対処できないと想定されることから、今後、規制の（拡充 or緩和 or

廃止）を検討する。具体の内容については、関連法律・政令の一部改正案に係る事前評価書の中で明らかに

する。 

 

※ ①国会審議での指摘、②パブリックコメントでの指摘、③政策評価に関する国民からの意見・要望を受け

付けるための窓口に寄せられた指摘などについて対応の要否を検討した場合は、指摘内容と検討結果を記載 
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【様式４―②】                            

規制の事後評価書（簡素化 B）の記載要領 

 

法 令 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

※ 事前評価書に対する各方面からの主な指摘事項への対応も含めて検討した結果を記載してください。 

※ 総務省への通知及び公表の際には、事前評価書を添付してください。 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

※ 複数の規制がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

※ 「そのまま継続」の場合以外で、法律又は政令の改正を要する場合は、別途、事前評価が必要 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

※ 緩和・廃止のみ場合は本欄の記載不要 

 

＜行政費用の概況＞ 
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□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

※ 新設・拡充のみの場合は本欄の記載不要 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

①●●●の事故等の 

未然防止効果 

事前評価時 

届出事業者数●者（一部事業者で事故等が発生した際に、同様の事

故等の発生を未然に防止するために、全事業者に対して指導・助

言・情報提供等が可能となること自体が目的・効果） 

事後評価時 届出事業者数●者 

②●●●の抑制効果 

 

事前評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

事後評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

注 1）●●●効果の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●効果については、事前評価時には想定しなかった効果であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「届出事業者数」は、規制導入５年後時点の届出事業者の総数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった効果については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

効果である場合は、その旨を注書きに記載 

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請手続に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●

円 

事後評価時 年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●
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円 

②手数料、物品購入、設備 

投資などに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書作成、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった遵守費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

遵守費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 緩和・廃止のみの場合は本欄は記載不要 

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請処理に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

事後評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

②物品購入、設備投資など 

に要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書確認、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった行政費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 

※ 事前評価時に定量化できなかった費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 新設・拡充のみの場合は本欄は記載不要 
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■その他の負担 

  ・ 

 

３ 考察 

 

・ 事前評価書に対しては、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の対応を採っている。 

一方、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の理由から特段の対応は採っていない。 

・ 事前評価時の推計値と実績値の状況に関し、●●●に関する指標については、●●●の理由から●●●が

生じたため差異があるが、●●●の理由から対応の変更は不要である。 

一方、●●●に関する指標に関しては、●●●の理由から●●●が生じたため差異があり、対応の変更の

検討が必要となる。このため、今後、●●●について検討する必要がある。 

・ 結論として、●●●に関する規制については、●●●など事前評価時の判断に影響を及ぼす差異が生じて

おり、規制内容の変更以外の対応では対処できないと想定されることから、今後、規制の（拡充 or緩和 or

廃止）を検討する。具体の内容については、関連法律・政令の一部改正案に係る事前評価書の中で明らかに

する。 

 

※ ①国会審議での指摘、②パブリックコメントでの指摘、③政策評価に関する国民からの意見・要望を受け

付けるための窓口に寄せられた指摘などについて対応の要否を検討した場合は、指摘内容と検討結果を記載 
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【様式４―③】                            

規制の事後評価書（簡素化 C）の記載要領 

 

法 令 の 名 称：                        ※仮称を含む 

規 制 の 名 称：                        ※複数ある場合は全て記載 

規制導入時の区分：□新設 □拡充 □緩和 □廃止         ※複数ある場合は全て記載 

  担 当 部 局：                        ※複数ある場合は全て記載 

  評 価 実 施 時 期：                        

 

※ 事前評価書に対する各方面からの主な指摘事項への対応も含めて検討した結果を記載してください。 

※ 総務省への通知及び公表の際には、事前評価書を添付してください。 

 

１ 事後評価結果の概要 

 

＜規制の内容＞ 

・ 

※ 複数の規制がある場合は、①②とナンバリングをして記載する。 

 

＜今後の対応＞ 

□そのまま継続 □拡充して継続 □緩和して継続 □廃止 

※ 「そのまま継続」の場合以外で、法律又は政令の改正を要する場合は、別途、事前評価が必要 

 

＜課題の解消・予防の概況＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を下回るが、対応の変更は不要 

□想定を下回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜遵守費用の概況（新設・拡充のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

※ 緩和・廃止のみの場合は本欄は記載不要 

 

＜行政費用の概況＞ 
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□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

 

＜規制緩和・廃止により顕在化する負担の概況（緩和・廃止のみ）＞ 

□おおむね想定どおり 

□想定を上回るが、対応の変更は不要 

□想定を上回り、対応の変更が必要 

□想定を設定していないが、対応の変更は不要 

□想定を設定していないが、対応の変更が必要 

※ 「おおむね想定どおり」以外の回答の場合は、「３ 考察」において、対応変更が不要な理由又は対応変更の内容を記載 

※ 新設・拡充のみの場合は本欄は記載不要 

 

２ 事前評価時の予測との比較 

 

＜効果（課題の解消・予防）＞ 

 

 
算出方法と数値 

①●●●の事故等の 

未然防止効果 

事前評価時 

届出事業者数●者（一部事業者で事故等が発生した際に、同様の事

故等の発生を未然に防止するために、全事業者に対して指導・助

言・情報提供等が可能となること自体が目的・効果） 

事後評価時 届出事業者数●者 

②●●●の抑制効果 

 

事前評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

事後評価時 届出事業者数●者×１事業者当たり年間●●●抑制量●＝全体抑制

量● 

注 1）●●●効果の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●効果については、事前評価時には想定しなかった効果であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「届出事業者数」は、規制導入５年後時点の届出事業者の総数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった効果については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

効果である場合は、その旨を注書きに記載 

 

＜負担＞ 

■遵守費用（新設・拡充のみ） 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請手続に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●

円 

事後評価時 年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用●
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円 

②手数料、物品購入、設備 

投資などに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書作成、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった遵守費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

遵守費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 緩和・廃止のみの場合は本欄は記載不要 

 

■行政費用 

 
算出方法と数値 

①許認可等の申請処理に 

要する費用 

事前評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

事後評価時 
年間総件数●件×１件当たり処理時間×時給単価●円＝総費用

●円 

②物品購入、設備投資など 

に要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

③報告書確認、検査対応な 

どに要する費用 

事前評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

事後評価時 年間総件数、１対象当たり●円～●円 

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 
※ 事前評価時に定量化できなかった行政費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容

とその定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

 

■規制緩和・廃止により顕在化する負担（緩和・廃止のみ） 

 
算出方法と数値 

① 
事前評価時  

事後評価時  

注 1）●●●費用の●●●については、●●●の理由から●●●が生じたため、推計値と実績値に差異が生じた。 

注 2）●●●費用については、事前評価時には想定しなかった費用であり、●●●への対応として●●●を行ったことから

発生した。 

注 3）「年間総件数」は、規制導入後５年間の平均件数。 

 

※ 事前評価時に定量化できなかった費用については、事前評価書に記載した、事後評価までに設定するとした指標の内容とそ

の定量化の状況について記載。この場合、「事前評価時」の欄は「―」を記載 

※ 事前評価時の推計値と実績値に差異がある場合には、注書きでその理由を記載。また、事前評価時には想定していなかった

行政費用である場合は、その旨を注書きに記載 

※ 新設・拡充のみの場合は本欄は記載不要 
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■その他の負担 

  ・ 

 

３ 考察 

 

・ 事前評価書に対しては、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の対応を採っている。 

一方、●●●から●●●との指摘を受けているところ、●●●の理由から特段の対応は採っていない。 

・ 事前評価時の推計値と実績値の状況に関し、●●●に関する指標については、●●●の理由から●●●が

生じたため差異があるが、●●●の理由から対応の変更は不要である。 

一方、●●●に関する指標に関しては、●●●の理由から●●●が生じたため差異があり、対応の変更の

検討が必要となる。このため、今後、●●●について検討する必要がある。 

・ 結論として、●●●に関する規制については、●●●など事前評価時の判断に影響を及ぼす差異が生じて

おり、規制内容の変更以外の対応では対処できないと想定されることから、今後、規制の（拡充 or緩和 or

廃止）を検討する。具体の内容については、関連法律・政令の一部改正案に係る事前評価書の中で明らかに

する。 

 

※ ①国会審議での指摘、②パブリックコメントでの指摘、③政策評価に関する国民からの意見・要望を受け

付けるための窓口に寄せられた指摘などについて対応の要否を検討した場合は、指摘内容と検討結果を記載 
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租税特別措置等に係る政策の事後評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

 

  
2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

 

② 上記以外の

税目 

 

3 内容 《制度の概要》 

 

 

 

 

《関係条項》 

 

4 担当部局 
 

5 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：               分析対象期間：                

6 創設年度及び改正経緯  

 

 

7 適用期間  

8 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 

 

《政策目的の根拠》 

 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

 

 

 

  
③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 

 

  

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 

 

 

 

9 有効性

等 

① 適用数  
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② 適用額  

 

 

③ 減収額  

  

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

 

 

 

 

 

 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

 

 

 

 

 

  
⑤ 税収減を是

認する理由

等 

 

 

 

 

10 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

 

 

 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

 

 

 

11 有識者の見解  

 

 

12 評価結果の反映の方向性  

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 
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＜記載要領＞ 

 

Ⅱ 租税特別措置等に係る政策の事後評価書 

 

 租税特別措置等に係る政策について、事後評価を行う場合は、本様式により事後評価

書を作成する。なお、各項目の記載に際しては、平成22年度税制改正大綱における政策

税制措置の見直しの指針（「６つのテスト」）において、存続期間が比較的長期にわた

っている措置（10年超）や適用者数が比較的少ない措置（２桁台以下）等について、特

に厳格に判断するとされていることに留意すること。 

 

１ 「政策評価の対象とした政策の名称」には、政策評価の対象とした租税特別措置等の

名称を記載する。 

２① 「政策評価の対象税目」には、政策評価の対象とした税目ごとに、「政策評価に関

する基本方針」（平成17年12月16日閣議決定）Ⅰ５カに定める政策評価の義務付け対象

又は対象外の別を記載する。 

  なお、国税に連動して地方税に影響がある場合、地方税の税目についても記載する。 

２② 「上記以外の税目」には、上記の「政策評価の対象税目」に記載した税目以外の当

該租税特別措置等の対象税目を全て記載する。 

３ 「内容」では、各項目について、以下に従い記載する。 

 ・ 「制度の概要」には、政策評価の対象とした租税特別措置等の内容を簡潔に記載す

る。要素として、当該租税特別措置等の適用を受ける対象者（対象事業分野）及び特

例の内容（例：対象設備等の取得価額の○％の特別償却又は○％の税額控除など）を

明らかにする。 

 ・ 「関係条項」には、当該租税特別措置等に関係する租税特別措置法、地方税法等の

条項を記載する。 

４ 「担当部局」には、政策評価を担当した担当課室名を記載する（例：○〇省○〇局○

〇課）。 

５ 「評価実施時期及び分析対象期間」には、政策評価を実施した時期及び分析の対象と

した期間をできる限り具体的に記載する。 

６ 「創設年度及び改正経緯」には、当該租税特別措置等の創設年度及び過去の改正経緯

（改正年度及び改正内容）を簡潔に記載する。 

７ 「適用期間」には、当該租税特別措置等の適用期間を記載する。 

８① 「政策目的及びその根拠」では、各項目について、以下に従い記載する。 

 ・ 「租税特別措置等により実現しようとする政策目的」には、当該租税特別措置等に

よって実現しようとする政策目的について具体的に記載する。 

 ・ 「政策目的の根拠」には、上記の「租税特別措置等により実現しようとする政策目

的」に記載した政策目的の法令及び閣議決定等の根拠（名称、年月日及び規定の内容

の抜粋）を具体的に明らかにする。 

８② 「政策体系における政策目的の位置付け」には、上記８①の「租税特別措置等によ

り実現しようとする政策目的」に記載した政策目的について、各府省における政策体系

上の位置付けを記載する。 
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  当該政策目的が政策体系上に明記されていれば該当箇所を記載し、政策体系上に直接

明記されていない場合は、政策体系上に表れるどの政策等に包含されているかを明らか

にする。 

８③ 「達成目標及びその実現による寄与」では、各項目について、以下に従い記載す

る。 

 ・ 「租税特別措置等により達成しようとする目標」には、前記８①の「租税特別措置

等により実現しようとする政策目的」に記載した政策目的の下、当該租税特別措置等

によって達成しようとする目標を測定可能な指標を用いて、可能な限り定量的に記載

する。 

 ・ 「政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与」には、前記８①の

「租税特別措置等により実現しようとする政策目的」に記載した政策目的に対して、

当該租税特別措置等がない場合に比べ、上記の「租税特別措置等により達成しようと

する目標」に記載した当該租税特別措置等による達成目標の実現がどのように寄与す

るのか、両者の関係（因果関係）を具体的に記載する。 

９① 「適用数」には、当該租税特別措置等の適用数（過去の実績）を可能な限り実数で

明らかにし、年度ごとに記載する。   

  算定根拠については、情報公表ガイドラインにのっとり明らかにする（評価書への添

付でも可）。 

また、適用数が僅少となっていないことを具体的に明らかにする。 

９② 「適用額」には、当該租税特別措置等の適用額（過去の実績）を可能な限り実数で

明らかにし、年度ごとに記載する。 

  算定根拠については、情報公表ガイドラインにのっとり明らかにする（評価書への添

付でも可）。 

また、適用額が特定の者に偏っていないことを具体的に明らかにする。 

９③ 「減収額」には、当該租税特別措置等の適用の結果、減収となる税額（過去の実

績）を可能な限り実数で明らかにし、年度ごとに記載する。 

  なお、国税に連動して地方税に影響がある場合、地方税の減収額についても記載す

る。 

  算定根拠については、情報公表ガイドラインにのっとり明らかにする（評価書への添

付でも可）。 

９④ 「効果」では、各項目について、以下に従い記載する。 

 ・ 「政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況」には、以下の内容を記載する。 

   * 前記８①に記載した「租税特別措置等により実現しようとする政策目的」が、当

該租税特別措置等によってどのように達成されたかについて、可能な限り定量的に

記載する。 

   * 前記８③に記載した「租税特別措置等により達成しようとする目標」に関して、

当該租税特別措置等による達成目標の実現状況を前記８③に記載した測定指標によ

って可能な限り定量的に記載する。 

    * 所期の目標（直近の新設、拡充又は延長の要望を行った際に想定していた当該租

税特別措置等の達成目標（基本的には前記８③に記載した「租税特別措置等により

達成しようとする目標」が該当））が既に達成されていないかを記載する。 

    また、所期の目標を変更する場合には、所期の目標の達成状況とともに、新たな

達成目標へ変更する理由について具体的に記載する。  
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 ・ 「達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果」には、上記に記載した当該租税

特別措置等による達成目標の実現状況から、他の政策手段や経済情勢等、他の要因の

影響を除いた当該租税特別措置等による直接的な効果（当該租税特別措置等がない場

合と比べ、それがあることにより得られる効果）を記載する。 

９⑤ 「税収減を是認する理由等」には、上記９①から９④までの「有効性等」における

記載内容を踏まえ、当該租税特別措置等による税収減を是認するに足る効果が認められ

ると考える理由を記載する。 

  その際、上記９④の「効果」に記載した当該租税特別措置等による直接的な効果以外

の当該租税特別措置等による様々な波及効果の状況の把握に努めるとともに、効果の発

現状況が地域ごとに異なる場合には、可能な限り地域ごとの効果の発現状況を把握し、

これらの状況についても記載するよう努める。 

  また、それまでの間に効果が上がっていないと考えられる場合は、その要因を具体的

に記載する。 

10① 「租税特別措置等によるべき妥当性等」には、政策目的を実現する手段として、補

助金等や規制などの他の政策手段がある中で、当該租税特別措置等を採ることが必要で

あり、適切である理由を具体的に記載する。 

10② 「他の支援措置や義務付け等との役割分担」には、補助金等や規制など、同様の政

策目的に係る他の支援措置や義務付け等がある場合（そうした措置を要求又は要望して

いる場合を含む。）に、当該租税特別措置等とその他の支援措置や義務付け等との役割

の違いを具体的に記載する。 

10③ 「地方公共団体が協力する相当性」には、地方税に係る租税特別措置等（国税に連

動して地方税にも影響がある場合を含む。）が各地域で展開される必要性や地方公共団

体にとってどのような効果をもたらすことになるかという点を具体的に記載する。 

11 「有識者の見解」には、政策評価の対象とした租税特別措置等に係る政策評価の内容

について、審議会等での検討結果や有識者の見解がある場合、その概要を記載する。 

12 「評価結果の反映の方向性」には、事後評価の結果を、評価の対象とした当該租税特

別措置等の在り方にどのように反映させるかを具体的に記載する。 

13 「前回の事前評価又は事後評価の実施時期」には、当該租税特別措置等に係る政策に

ついて実施した前回の事前評価又は事後評価の時期を記載する。 

また、これらの評価について、総務省行政評価局による点検が実施されている場合

は、点検結果の番号を記載する。 
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政策評価制度に関する経緯 
 

平成９年12月 行政改革会議最終報告 

：政策評価の導入を提言 

平成10年６月 中央省庁等改革基本法成立 

：中央省庁等改革の基本方針として政策評価機能の強化が盛り込まれる。 

平成11年４月 中央省庁等改革の推進に関する方針（中央省庁等改革推進本部決定） 

 ：政策評価の枠組みを決定 

７月 国家行政組織法一部改正法等成立 

 ：政策評価の根拠規定が盛り込まれる。 

平成12年７月 大蔵省 政策評価官及び政策評価室を設置 

10月 大蔵省 ｢財務省の政策評価の在り方に関する懇談会｣開催 

平成13年１月 財務省 ｢財務省の使命｣､｢政策の目標」及び｢財務省における政策評価の実施要領｣策定 

「政策評価に関する標準的ガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承） 

 ：各府省が政策評価に関する実施要領を策定するための標準的な指針 

６月 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」成立 

12月 「政策評価に関する基本方針｣閣議決定 

平成14年３月 「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成14～16年度）策定 

４月 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」施行 

平成17年３月 「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成17～19年度）策定 

12月 「政策評価に関する基本方針の改訂について｣閣議決定 

政策評価の実施に関するガイドライン（政策評価各府省連絡会議了承） 

平成19年３月 「財務省 政策評価に関する基本計画」一部改正 

「政策評価に関する基本方針｣一部変更 

 ：規制の事前評価に係るもの 

４月 「行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令」改正 

 ：規制の事前評価が義務付けられる 

６月 「経済財政改革の基本方針2007」閣議決定 

 ：経済財政諮問会議と政策評価の連携強化が盛り込まれる 

８月 「規制の事前評価の実施に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承） 

 ：規制の事前評価に係るもの 

10月 「行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令」一部改正 

「行政機関が行う政策の評価に関する法律施行規則」施行 

 ：規制の事前評価に係るもの 

平成20年３月 「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成20～24年度）策定 

「財務省 政策評価の実施要領」策定 

平成21年３月 

 

６月 

「財務省 政策評価に関する基本計画」一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

平成22年５月 

 

 

 

 

 

６月 

７月 

平成24年３月 

 

   ４月 

６月 

「行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令」一部改正 

「政策評価に関する基本方針｣一部変更 

 ：租税特別措置等の評価に係るもの 

「租税特別措置等に係る政策評価の実施に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議

了承） 

「政策評価に関する情報の公表に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承） 

「財務省 政策評価に関する基本計画」一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「政策評価の実施に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承）一部改正 

「目標管理型の政策評価の改善方策に係る取組について」（政策評価各府省連絡会議了承） 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

参考１ 
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平成25年３月 

 

 

 

 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成25～29年度）策定 

「財務省 政策評価の実施要領」策定 

４月 

 

 

８月 

12月 

平成26年３月 

 

６月 

平成27年３月 

 

平成28年３月 

12月 

平成29年７月 

 

 

平成30年３月 

 

平成31年３月 

 

令和５年３月 

 

 

 

 

令和６年３月 

 

６月 

 

令和７年１月 

３月 

 

「目標管理型の政策評価の改善方策に係る取組について」（政策評価各府省連絡会議了承）一

部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「目標管理型の実施に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承） 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成25～29年度）一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成25～29年度）一部改正 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成25～29年度）一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「政策評価に関する基本方針｣一部変更 

：規制の事後評価に係るもの 

「規制の事前評価の実施に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承）一部改正 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成30年度から５年）策定 

「財務省 政策評価の実施要領」策定 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（平成30年度から５年）一部改正 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（令和５～９年度）策定 

「財務省 政策評価の実施要領」策定 

「政策評価に関する基本方針」一部変更 

：政策評価制度の見直しに係るもの 

「政策評価の実施に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承）一部改正 

「効果的な政策立案・改善に向けた政策評価のガイドライン」（行政評価局発出） 

「規制の政策評価の実施に関するガイドライン」（政策評価各府省連絡会議了承）一部改正 

「財務省 政策評価に関する基本計画」（令和５～９年度）一部変更 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

「効果的な政策立案・改善に向けた政策評価のガイドライン」（行政評価局発出）改定 

「財務省 政策評価の実施要領」一部改正 

（注）財務省独自の内容はゴシック体で示した。 

－143－



 

                        

  

 

「政策の目標」ごとの政策所管課等及び各局課評価担当組織 

 

「政策の目標」 政策所管課等 各局課評価担当組織 

総合目標１ 主計局（調査課、総務課）、大臣官房総合政策課、
主税局（総務課、調査課） 

主計局司計課、大臣官房総
合政策課、主税局総務課 

総合目標２ 主税局（総務課、調査課、税制第一課、税制第二
課、税制第三課、参事官室） 

主税局総務課 

総合目標３ 理財局（総務課、国庫課、国債企画課、国債業務
課、財政投融資総括課、国有財産企画課、国有財産
調整課、国有財産業務課、管理課、計画官） 

理財局総務課 

総合目標４ 大臣官房信用機構課、理財局（国庫課） 大臣官房信用機構課、理財
局総務課 

総合目標５ 国際局（総務課、調査課、国際機構課、地域協力
課、為替市場課、開発政策課、開発機関課）、関税
局（関税課、参事官室（国際交渉担当）、参事官室
（国際協力担当）、経済連携室）、財務総合政策研
究所（総務研究部国際交流課） 

国際局総務課、関税局総務
課 

総合目標６ 大臣官房総合政策課、主計局（総務課、調査課）、
主税局（総務課、調査課） 

大臣官房総合政策課、主計
局司計課、主税局総務課 

政策目標１－１ 主計局（総務課、司計課、調査課、主計官、主計企
画官） 

主計局司計課 

政策目標１－２ 主計局（総務課）、主税局（総務課） 主計局司計課、主税局総務
課 

政策目標１－３ 主計局（司計課、総務課、法規課）、会計センター
（研修部） 

主計局司計課 

政策目標１－４ 主計局（司計課） 
 

主計局司計課 

政策目標１－５ 主計局（主計官、主計企画官）、主税局（総務
課）、理財局（計画官） 

主計局司計課、主税局総務
課 

政策目標１－６ 主計局（法規課） 
 

主計局司計課 

政策目標２－１ 主税局（総務課、調査課、税制第一課、税制第二
課、税制第三課、参事官室） 

主税局総務課 

政策目標２－２ 長官官房（総務課、人事課、会計課、企画課、参事
官、国際業務課、厚生管理官、広報広聴官、相互協
議室、税務相談官、首席国税庁監察官）、課税部
（課税総括課、個人課税課、資産課税課、法人課税
課、酒税課、消費税室、審理室、資産評価企画官、
鑑定企画官）、徴収部（管理運営課、徴収課）、調
査査察部（調査課、査察課）、税務大学校、国税不
服審判所 

国税庁総務課 

政策目標２－３ 国税庁課税部（酒税課、鑑定企画官） 
 

国税庁総務課 

政策目標２－４ 長官官房（総務課）、課税部（課税総括課、個人課
税課、資産課税課、法人課税課） 

国税庁総務課 

参考２ 
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「政策の目標」 政策所管課等 各局課評価担当組織 

政策目標３－１ 理財局（国債企画課、国債業務課） 
 

理財局総務課 

政策目標３－２ 理財局（財政投融資総括課、計画官室、管理課） 理財局総務課 

政策目標３－３ 理財局（国有財産企画課、国有財産調整課、国有財産業
務課、政府出資室、国有財産有効活用室、国有財産監査
室、国有財産審理室、国有財産情報室） 

理財局総務課 

政策目標３－４ 理財局（国庫課） 理財局総務課 

政策目標４－１ 理財局（国庫課通貨企画調整室） 理財局総務課 

政策目標４－２ 大臣官房信用機構課 大臣官房信用機構課 

政策目標５－１ 関税局（関税課） 関税局総務課 

政策目標５－２ 関税局（参事官室（国際交渉担当）、調査課、参事官室
（国際協力担当）、経済連携室） 

関税局総務課 

政策目標５－３ 関税局（業務課、総務課、監視課、調査課、参事官室
（国際交渉担当）、参事官室（国際協力担当）、事務管
理室、税関調査室）、関税中央分析所 

関税局総務課 

政策目標６－１ 国際局（総務課、調査課、国際機構課、地域協力課、為
替市場課） 

国際局総務課 

政策目標６－２ 国際局（総務課、地域協力課、開発政策課、開発機関
課）、関税局（参事官室（国際協力担当））、税関研修
所、財務総合政策研究所（総務研究部国際交流課） 

国際局総務課、関税局総
務課 

政策目標６－３ 国際局（総務課、開発政策課） 国際局総務課 

政策目標７－１ 大臣官房政策金融課 大臣官房政策金融課 

政策目標８－１ 大臣官房信用機構課 大臣官房信用機構課 

政策目標９－１ 主計局（給与共済課） 
 

主計局司計課 

政策目標10－１ 理財局（総務課調査室） 
 

理財局総務課 

政策目標11－１ 理財局（総務課たばこ塩事業室） 
 

理財局総務課 

（注）「政策所管課等」欄及び「各局課評価担当組織」欄の第一番目に記載した課等（下線）が、「政策の目標」

ごとの取りまとめ担当である。 
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